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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 9,293,809 ─ ─ 13,762,55813,960,473

経常利益 (千円) 474,816 ─ ─ 518,536 437,618

当期純利益 (千円) 509,116 ─ ─ 227,879 273,499

純資産額 (千円) 3,256,288 ─ ─ 3,920,3884,185,244

総資産額 (千円) 9,659,812 ─ ─ 13,813,30514,752,928

１株当たり純資産額 (円) 199,980.88 ─ ─ 237,628.22249,175.79

１株当たり当期純利益 (円) 32,553.12 ─ ─ 13,981.1716,685.98

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 32,423.14 ─ ─ ─ 16,465.98

自己資本比率 (％) 33.7 ─ ─ 28.0 27.9

自己資本利益率 (％) 20.8 ─ ─ 6.0 6.9

株価収益率 (倍) 17.7 ─ ─ 15.7 9.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 626,635 ─ ─ △119,202 593,018

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △355,514 ─ ─ △516,933△982,149

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 882,176 ─ ─ 1,474,606△371,365

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 1,927,472 ─ ─ 2,032,2411,270,904

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
156
(19)

─
(─)

─
(─)

203
(18)

218
(15)

(注) １　売上高には、消費税等は含めておりません。

２　第12期に子会社の清算並びに営業譲渡したことに伴い、連結子会社の重要性が乏しくなったため、第13期及び

第14期は連結財務諸表を作成しておりません。第15期から子会社の重要性が増したため、連結財務諸表を作成

しております。

３　第15期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた
め記載しておりません。

４　純資産額の算定にあたり、第15期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。

５　従業員数は就業者数を記載しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 9,223,41112,226,28013,393,80413,665,81013,709,620

経常利益 (千円) 489,819 717,623 478,221 541,298 418,331

当期純利益 (千円) 497,520 444,121 272,136 245,203 253,437

持分法を適用した場合
の投資損失

(千円) ─ ─ 4,591 ─ ─

資本金 (千円) 2,166,8452,171,0452,171,0452,171,0452,192,570

発行済株式総数 (株) 16,283 16,304 16,304 16,304 16,514

純資産額 (千円) 3,300,9483,602,8363,771,3033,911,9784,151,767

総資産額 (千円) 9,705,37711,175,82412,913,11713,564,79414,488,861

１株当たり純資産額 (円) 202,723.63219,445.30231,311.56239,939.78249,640.22

１株当たり配当額
(うち、１株当たり
中間配当額)

(円)
5,000.00
(─)

5,000.00
(2,500.00)

5,000.00
(2,500.00)

5,000.00
(2,500.00)

　5,000.00
(2,500.00)

１株当たり当期純利益 (円) 31,765.1925,712.3415,342.0315,039.4615,454.43

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 31,638.3625,626.10 ─ ― 15,250.76

自己資本比率 (％) 34.0 32.2 29.2 28.8 28.5

自己資本利益率 (％) 20.0 12.9 7.4 6.4 6.3

株価収益率 (倍) 18.1 14.6 23.9 14.6 10.0

配当性向 (％) 15.7 19.4 32.6 33.2 32.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ─ 281,318 △518 ─ ─

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ─ △741,664△387,295 ─ ─

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ─ △52,386 194,875 ─ ─

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) ─ 1,365,4971,172,693 ─ ─

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
143
(19)

164
(16)

184
(16)

201
(18)

216
(15)

(注) １　売上高には、消費税等は含めておりません。
２　持分法を適用した場合の投資損益については、第12期及び第15期ならびに第16期は連結財務諸表を作成してい
るため、また、第13期は非連結子会社及び関連会社の重要性が乏しいため記載しておりません。

３　従業員数は就業者数を記載しております。
４　第14期及び第15期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存
在しないため記載しておりません。

５　第12期及び第15期ならびに第16期は連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、
投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残
高は記載しておりません。

６　純資産の算定にあたり、第15期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５
号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８
号）を適用しております。
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２ 【沿革】

　

年　 月 事　　　　　　　　　　　　項

平成４年７月

 

株式会社ソディックの全額出資により、射出成形機の生産、販売を主な業務とした株式会社ソ
ディックプラステックを資本金90,000千円で石川県加賀市に設立し、株式会社ソディックより当
該事業を移管

平成５年３月 Vライン方式の油圧タイプ新機種S2シリーズ型射出成形機、３機種の販売開始

　　　　６月 株式会社セマソディック発足に伴い、射出成形機の販売事務業務を委託

平成６年４月 販売業務を株式会社ソディックに委託

平成10年７月
 

株式会社ソディックに委託していた製品の販売部門を当社に移管し、製造及び販売一体の活動を
開始

　　　　８月 電動、油圧のハイブリッド駆動方式を搭載した新機種EHシリーズ型射出成形機２機種の販売開始

　　　　10月 加賀事業所にて新製品発表会(新機種EHシリーズ型)を開催、４機種の販売開始

平成12年３月 資本金を360,000千円に増資

　　　　３月
 

株式会社ソディックより加賀事業所の土地建物の現物出資を受け、資本金を1,425,000千円に増資

　　　　６月 本店を石川県加賀市から横浜市港北区へ移転する

　　　　６月 株式会社ソディックと工業所有権譲渡契約を締結

　　　　９月 株式会社ソディックより従業員の転籍

平成13年１月 資本金を1,464,520千円に増資

　　　　８月 日本証券業協会に株式を店頭登録、資本金を1,575,020千円に増資

　　　　10月 本店を横浜市港北区の現住所に移転

平成15年11月 資本金を2,165,845千円に増資

平成16年３月 加賀本社第一工場の増築工事完了

　　　　５月 加賀本社工場にて新製品発表会を開催
新機種EH2シリーズ７機種とVREシリーズ１機種販売開始
OUT－GAS除去システム「クリアメルトシステム」と横走行小型取出しロボットの販売

        12月 株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成17年６月 新製品液状シリコーン射出成形機「LS」の販売を開始
新機種LDシリーズ型射出成形機の販売を開始

平成18年２月 加賀本社にて環境マネジメントシステムの国際規格「ISO14001」の認証を取得

平成19年７月 加賀本社第８工場（Ｒ＆Ｄセンター）の完成
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３ 【事業の内容】

当社グループ（当社及び関係会社、以下同様）は、射出成形機の開発・製造・販売及び精密ステージ

の販売を行う当社と、射出成形機の販売・サービス等を行う子会社７社及び関連会社３社並びに損害保

険の代理店業務を行う関連会社１社で構成されております。

  なお、その他に子会社1社が休眠状態となっております。

　

(注)塑帝科機有限公司は現在休眠中のため、上記系統図に含めておりません。
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４ 【関係会社の状況】

(1) 親会社

　

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の被
所有割合
(％)

関係内容

㈱ソディック 横浜市都筑区 20,775,756

放電加工機、リ
ニアモータ等
の開発・製造
・販売

55.7
(12.1)

原材料仕入
役員の兼任あり

(注) １　有価証券報告書を提出している会社であります。

２　議決権の被所有割合の(　)内は間接所有割合で内数であります。

　

(2) 連結子会社

　

名称 住所 資本金
主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

Advanced Plastic 
Manufacturing Inc.

米国　ミシガン州
千米ドル
1,000

プラスチック
成形品の製造
及び販売

50.0
当社製品の購入
役員の兼任あり
債務保証あり

（注）持分は、100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としております。

　

(3) 持分法適用関連会社

　

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

㈱片山製作所 岐阜県可児市 200,000
金型の製造及
び販売等

29.4
原材料仕入
役員の兼任あり
機械装置の賃貸
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

射出成形機部門 186(13)

特機部門 12( 0)

全社（共通） 20( 2)

合計 218(15)

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、(　)内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　全社（共通）は総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

216(15) 33.8 8.0 5,260,201

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、(　)内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　平均年間給与は税込支払給与額であり、基準外賃金及び賞与が含まれております。

　

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、前半は、企業収益の改善に伴い、設備投資の増加、雇用情勢の

改善を背景に、緩やかな景気回復基調が継続していましたが、後半には、米国のサブプライムローン問

題に端を発する国際的金融市場の不安定化と米国経済の減速の兆候が見られる一方、原油や資源価格

の高騰が各種原材料価格へ波及する傾向が顕著となり、先行きの不透明感が増す環境となって来まし

た。 

  当業界におきましては、樹脂価格の高騰によるプラスチック業界の需要の低迷、ＩＴ関連、電子部品

の生産拠点の海外へのシフト、自動車関連の需要の減速等により国内は低調に推移しました。

　 一方、海外におきましては、中国向け需要が前半は一時停滞したものの後半は回復し、輸出全体とし

て前年並みを維持いたしました。

　このような状況のもと、当社グループは市場のお客様からの要望に応えるべく、国内では九州営業所

を新設、海外においては、中国深?に現地法人を設立、ベトナムにサービス拠点を開設いたしました。 

　又、製品におきましても、静粛性、省エネルギー性を備え、高次元での汎用性を可能とする、３モード射

出制御システムを搭載したＬシリーズＡモデルの開発・販売など、積極的な事業活動を展開してまい

りました。

その結果、当連結会計年度の連結売上高は、13,960百万円(前期比1.4％増）、営業利益は483百万円

（前期比13.5％減）、経常利益は437百万円（前期比15.6％減）、当期純利益は273百万円（前期比

20.0％増）となりました。 

これを部門別にみますと、 

・射出成形機部門につきましては、前半、国内の売上は電子精密部品業界を中心に比較的底堅

　　く推移いたしました。海外売上高は、アジア地区において、台湾向けが増加する一方で、韓

　　国向けはやや低調でありました。後半は国内の売上は横ばいに推移いたしました。海外売上

　　高は、韓国向けは前年並みに留まりましたが、台湾に加え中国向けに出荷増が見られ、全体

　　としては前期比増収を確保いたしました。 

その結果、射出成形機部門の通期売上高は12,002百万円（前期比11.0％増）、営業利益は1,049百万

円（前期比9.4％増）となりました。

・特機部門につきましては、前半、液晶製造関連業界の設備投資需要の大幅な減少に伴い検査

　　装置に使用される精密ステージの売上が減少いたしました。後半は激しいコスト競争はある　

　　ものの、第３四半期より売上も回復し、通期売上高は1,957百万円（前期比33.7％減）、営

　　業利益は48百万円（前期比63.0％減）となりました。

　一方、利益面につきましては、比較的高価で高付加価値の機種の販売増加により利益面での改善があ

りましたが、他方において一部原材料費の高騰や新工場建設のための設備投資に伴う減価償却費の増

加等により、利益増加の一部が相殺されました。また、販管費としては人員増加に伴う人件費、製品のア

フターサービス費用の増加など、営業外費用としては、設備投資に伴う借入れによる支払利息の増加等

もあり、連結経常利益は437百万円に留まりました。また、連結当期純利益は273百万円になりました。

(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度に比べ

761百万円減少（37.4％減）し、1,270百万円となりました。 
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 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は、593百万円（前連結会計年度は△119百万円

の使用）となりました。これは主に、収入面では、減価償却費（433百万円）、仕入債務の増加（1,235百万

円）により資金が増加しましたが、他方、支出面において、売上債権の増加（633百万円）及び、たな卸資

産の増加（524百万円）、また法人税等の支払い（268百万円）等により資金が減少したことによるもの

です。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は982百万円（前連結会計年度は△516百万円の

使用）となりました。これは主に有形固定資産（966百万円）の取得等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において財務活動の結果使用した資金は371百万円（前連結会計年度は1,474百万円の

取得）となりました。 

これは主に、収入面では短期（2,229百万円）及び長期借入れ（758百万円）の増加と他方、支出面ではそ

れらの返済（2,188百万円及び952百万円）及び長期未払金の支払い（135百万円）等の資金の減少によ

るものです。 

 今後におきましても、キャッシュ・フローに留意した経営を行い、財務体質の強化を着実に推進する所

存であります。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

前年同期比(％)

射出成形機関連事業（千円） 9,375,803 10.1

特機関連事業（千円） ― ―

合計（千円） 9,375,803 10.1

(注) １　当連結会計年度における特機部門の外注仕入高は1,761,464千円であります。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注状況

当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

前年同期比(％)

射出成形機関連事業（千円） 12,002,896 11.0

特機関連事業（千円） 1,957,576 △33.7

合計（千円） 13,960,473 1.4

　
(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

㈱山善 985,867 7.2 1,862,446 13.3

㈱日立ハイテクノロジーズ 1,384,528 10.1 1,101,170 7.9

　

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

当社グループは高品質・高精度の射出成形機や精密ステージ等の製造を通してユーザーの成長に貢

献し、広くステークホルダーの支持を得て持続的成長が可能となる体制をめざしており、そのために研

究開発や設備投資を積極的に行います。 

各事業における重点施策は以下のとおりです。 

（射出成形機事業） 

① 東アジア及び東南アジアの販売体制強化を図ってまいります。 

② 米国における販売促進のため、積極的に展示会等に出品し需要喚起に努めます。 

③ 製品シリーズの拡充及び戦略機種の研究・開発に取り組んでまいります。 

④ 資材購入の多様化を図り、コストダウンを図ってまいります。 

（特機事業） 

① 液晶パネルの大型化に対応し、大型精密ステージの開発及び商品化に努めてまいります。 

② リニアモータを使用した応用製品の開発及び商品化に努め、新たな需要喚起を図ってまいります。 

　　　また、当社といたしましては、経営管理機能の強化・充実、経営判断の迅速化と適法かつ適正、コンプライ

アンスを重視した経営の推進並びに社内管理体制を構築し、市場の変化と顧客のニーズに対応し、顧客

満足度を高めてまいります。

４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり

ます。

① 競合の状況及び当社製品の競争優位性について 

　当社グループの事業領域である小型精密分野の射出成形機には、当社グループの他、数社が市場参入し

ております。ここ数年は特に新規参入はなく参入障壁は高いと考えられます。ただ、汎用品に関しては既

存メーカー間の価格競争が激しくなっております。当社グループは価格競争を避けるべく、射出部におけ

るＶライン方式、動力部におけるハイブリッド方式などの新技術の開発による性能、機能上の優位性を確

保し、高性能品分野に注力する方針であります。 

当社グループの技術革新は継続的な課題と認識しておりますが、これが停滞する場合や、競合他社が画

期的な新技術を投入してきた場合などには、競合他社との技術的、機能的格差が縮小する可能性がありま

す。そのような場合には売上の減少や原価率悪化につながる可能性があります。 

また、これらの新技術は、特許権等の知的財産権に保護されている部分もありますが、所有する特許権

の期限が切れた場合において、当該特許を用いて他社が同様の技術を持つ射出成形機を生産・市場に投

入することも考えられ、その場合には当社グループ製品との差別化が図れなくなる可能性があります。 
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② 事業体制・人員の拡充について 

当社グループは、海外における販売に関しては、機械商社等を代理店として活用する方針を有しており

ましたが、ユーザー企業の海外進出の進行がより一層進んだことなどから、海外におけるサポート体制を

強化する必要性が増していると判断し、アジアを中心とした 独自の販売拠点網を展開しております。

今後とも、業務拡大、販路の開拓のため、各グループ企業の各部署において人材の確保に注力する方針

でありますが、人材採用が不調に終わった場合、成長性が阻害される可能性があります。また、人員の増加

とともに、固定的な費用も増加するため、売上が計画を達成できなかった場合には業績が悪化する可能性

があります。

　③経営成績の変動について

　当社は設立当初、新規参入メーカーということもあり、また、当時は当社がターゲットとした小型精密分

野の需要も大きなものでなく、技術的にも同業他社との差別化が難しかったことから苦戦を強いられ、当

社業績は赤字の状態が続いておりました。その後、電子機器、電機業界等の設備投資が拡大し、特に携帯電

話やパソコンに代表される情報通信端末の小型化など、当社の得意とする分野の需要が活性化したこと

によって、業績は急回復しました。

しかし、平成14年３月期は、それまで好調であった先の業界等における需要が急激に落ち込んだことに

伴い、当社業績も一転して大幅な赤字となりました。その後平成15年３月期以降から再び回復した携帯電

話等のＩＴ関連産業の生産増を背景に、業績も反転好調に推移し、さらにその後も輸出の拡大等により順

調に販売を伸ばし、業績も拡大してきました。

このように、当社は、未だ経営基盤が小さいことに加え、当社製品の販売が主要販売先業界の設備動向

に大きく依存すること、また、それらの業界の生産体制も景気の動向により大きく変動することなどから

今後も当社の経営業績はそれらの影響を受け、大きく変動する可能性があります。

　平成20年３月期は前半、一部海外地区における販売の低迷や、液晶関連業界の設備投資需要の減退の影

響により、営業利益、経常利益及び中間純利益とも赤字計上となりましたが後半は徐々に回復いたしまし

た。
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５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

６ 【研究開発活動】

射出成形機事業部門においては、ハイブリッド回転制御ポンプの採用による高出力、高効率、幅広い成形

アイテムに対応する３モード射出制御を搭載したLシリーズAモデル60トンに加え、40トン、100トンの横型

射出成形機を開発販売いたしました。 

　また、竪型機においては、シリーズのさらなる拡充の為、200トンロータリー式と10トン単動式成形機の開

発を行いました。射出成形機事業部門における研究開発費総額は393百万円であります。

　また、特機事業部門においては、より大型の液晶製造に係る検査装置等に対応する精密ステージ等の開発

を行い、研究開発費の総額は、0.7百万円であります。

　

　

７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に準拠し、

表示方法もこれらの基準に基づいて作成されております。また連結財務諸表作成上、必要とされる会計上

の見積りについては、過去の実績や経験、及び将来の事象に対する予測等の総合的な判断又は仮定に基づ

いて行っております。

しかしながら、これらの判断又は仮定は不確実性を伴うものであるため、実際の結果とは異なる場合が

あり、それによって連結財務諸表の資産及び負債等の金額に影響を及ぼす可能性があります。当社とし

て、これらの見積りに伴う判断又は仮定が連結財務諸表に重要な影響を及ぼすと考えている項目は次の

通りであります。

　

①貸倒引当金

当社グループは、売上債権等の将来の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、また、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を勘案して、回収不能見込額を計

上しております。しかしながら、取引先の財務状況が当初の見込みよりも悪化し、当社グループの債権に

対する支払能力が低下した場合には、引当額の追加計上が必要となる場合があります。

　

②投資有価証券等の減損処理

当社グループの所有する投資有価証券等には、時価のあるものと時価のないものがあります。時価のあ

る投資有価証券については、決算日の市場価格に基づいて計上しております。また、時価のない投資有価

証券等の減損処理につきましては、当該会社の財政状態及び経営成績、さらに将来の業績予想等を総合的

に判断して決定しております。

しかしながら、当初の見込み以上に当該会社のこれらの状況が悪化した場合には、追加的に減損処理が

必要となる可能性があります。
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③繰延税金資産

当社グループは、将来減算一時差異等が将来の税金負担額を軽減する効果を有していると見込まれる

場合には繰延税金資産を計上しております。この場合には、将来の予想される課税所得と実行可能なタッ

クスプランニングを考慮して決定しておりますが、将来事象の変化により、繰延税金資産の回収可能性に

問題が生じた場合には、これを取崩す可能性があります。

　

(2) 当連結会計年度の財政状態の分析

　①流動資産 

当連結会計年度末における流動資産の残高は10,193百万円で、前連結会計年度末に比べ515百万円の増加

となりました。これは主に、受取手形の増加633百万円並びに棚卸資産の増加524百万円等によるものであ

ります。 

　②固定資産 

当連結会計年度末における固定資産の残高は4,559百万円で、前連結会計年度末に比べ424百万円の増加

となりました。これは主にR＆Dセンター（新工場併設）の新設に伴う有形固定資産の増加483百万円によ

るものであります。 

　③流動負債 

当連結会計年度末における流動負債の残高は8,362百万円で, 前連結会計年度末に比べ1,026百万円の増

加となりました。これは主に仕入の増加に伴う支払手形の増加1,234百万円によるものであります 

④固定負債 

当連結会計年度末における固定負債の残高は2,205百万円で、前連結会計年度末に比べ352百万円の減少

となりました。これは主に、長期借入金の減少278百万円等によるものであります。 

⑤純資産 

当連結会計年度末における純資産の残高は4,185百万円で、前連結会計年度末に比べ264百万円の増加と

なりました。これは主に、新株予約権発行による資本金及び資本剰余金の増加43百万円並びに当期純利益

による利益剰余金の増加191百万円等によるものであります。 

 

　

(3) 当社連結会計年度の経営成績の分析

（売上高） 

当連結会計年度末における当社グループの売上高は、前連結会計年度比1.4％増の13,960百万円となりま

した。 

射出成形機部門の売上高は、前連結会計年度比11.0％増の12,002百万円となりました、これは電子精密部

品業界向けなどが比較的堅調に推移し、台湾に加え中国向けに出荷増がみられたことや高価格帯の製品

の販売が多かったためであります。 

特機販売部門の売上高は、前連結会計年度比33.7％減の1,957百万円となりました、これは前半に液晶製

造関連業界の設備投資需要の大幅な減少に伴い、精密ステージの販売の減少によるものです、しかし後半

は液晶製造関連業界の設備投資需要が回復するとともに精密ステージの販売が回復する傾向にありまし

た。 

(売上総利益) 

当連結会計年度の売上総利益は前連結会計年度比5.7％増の2,786百万円となりました。これは一部原材

料の高騰や設備投資に伴う減価償却費の増加等ある一方、比較的高付加価値の機種の販売増加によるも

のです。 

EDINET提出書類

株式会社ソディックプラステック(E01720)

有価証券報告書

 14/104



(販売費及び一般管理費) 

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は前連結会計年度比10.9％増の2,302百万円となりました。これ

は人件費の前連結会計年度比9.6％増の518百万円などによるものです。 

（営業利益） 

当連結会計年度の営業利益は前連結会計年度比13.5％減の483百万円となりました。 

これは販売費及び一般管理費の増加によるものです。 

（経常利益） 

当連結会計年度の経常利益は前連結会計年度比15.6％減の437百万円となりました。 

（当期利益） 

税金等調整前当期純利益は前連結会計年度比8.4％減の434百万円となりました。 

これに法人税、住民税及び事業税178百万円、法人税等調整額△15百万円および少数持分損益１百万円を

加減し、当連結会計年度における当期純利益は前連結会計年度比20.0％増の273百万円となりました。 

　

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループの主たる需要先は、電子精密部品等のIT関連業界や、自動車関連業界などであり、これら

業界の設備投資動向に、当社グループの製品受注高及び販売高も大きく依存しており、その結果、当社グ

ループの経営成績も影響を受けるものと考えられます。また、当社グループの属する小型精密タイプの射

出成形機業界においては、従来より、国内外ともに競合他社との熾烈な販売競争が展開されてきており、

内外の諸情勢も含めて、今後も予断を許さない状況が続くものと思われます。 

　こうした状況を踏まえ当社グループとしては、引き続き新技術、新製品の開発に努め、市場の拡大してい

る分野への経営資源の効率的な投入を図るとともに、製造過程においても業務の効率化や内製化等によ

り原価低減を実施する等、常にこれら市場での競争優位性を保ちつつ、事業環境に適応していく必要があ

ります。 

(5) 戦略的現状と見通し

当社グループは製造・販売・サービスが一体となってお客様に満足いただける品質・納期の確保に努

め、戦略機種の開発、人材の確保、品質の向上、さらには内製化による一層のコストダウンに努めてまいり

ます。

①射出成形機部門におきましては、携帯電話、パソコン、液晶テレビ、LED、車部品など、当社

　　製品での生産対象品が堅調であることから、戦略機種の投入を行いながら業界での200トン以

　　下を中心とした製品の販売強化に努めてまいります。

　②特機部門におきましては、液晶の検査及び製造装置向け等に精密XYステージの販売を中心に、

　　当社が得意とする技術を提案し、リニアモータ制御、静圧軸受等に優位性をもちながら応用製

　　品の開発に努め、販売範囲の拡大による顧客の獲得に努めてまいります。

また、製品販売後のサービス体制についてもさらに充実させることにより、顧客の満足度を高め、販売

増加による一段の収益力向上を図るとともに、もって広くステークホルダーの支持を得て、持続的成長が

可能となる体制をめざします。

　

(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの当連結会計年度の資金状況は営業活動によるキャッシュ・フローでは593百万円の

キャッシュを収入となりました。これは主に収入面では税金前調整前当期純利益、減価償却費の増加及び

仕入債務の増加により増加しましたが、他方支出面におきまして売上債権の増加また法人税の支払い等

により資金が減少したことによるものであります。 

投資活動によるキャッシュ・フローでは982百万円を使用いたしました。これは主に加賀工場の有形固定

資産の取得及び米国子会社の機械設備精度強化費用によるものです。 
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財務活動によるキャッシュ・フローでは371百万円を支出いたしました。これは主に 

長期借入金返済による資金の減少及び、長期未払金の支払い支出によるものです。 

この結果、当連結会計年度末の資金は1,270百万となりました。 

 

　

(7) 経営者の問題意識と今後の方針について

当社グループの主たる事業領域は設備投資の動向に大きく依存し、それにより業績が変動するため、常

に事業環境や入手可能な情報により最善の経営方針を立案し、戦略的見地に立って意思決定を行ってお

り、経営成績の向上、企業価値の増大に向けて全力で取組んでまいります。 

  また、今後も法令の遵守につとめ、適正な経営を行なうための内部統制の整備にも注力し、情報の適時

開示を心掛けて広くステークホルダーの信頼を得られる企業を目指してまいります。 
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループは、長期的に成長が期待できる製品分野及び研究開発分野に重点を置き設備投資を行って

おります。

当連結会計年度におきましては生産性及び品質向上を目指し、射出成形機事業部門及び特機事業部門に

おいて、加賀事業所にR＆Dセンター（新工場併設）の新設（平成１９年７月完成）及び新規製造設備の導

入、在庫管理の強化をより目指し自動倉庫設備の更新を行いました。また米国子会社において機械設備の改

良を行い、設備投資等の総額は940百万円であります。

また、これとは別に特機事業部門におきまして、展示用製品として、18百万円の設備投資を行いました

　　なお、重要な設備の除却または売却はありません。
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２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社

平成20年３月31日現在

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)

建物
及び構築物
(千円)
(面積㎡)

機械装置
及び車両運
搬具
(千円)

工具器具
備品
(千円)

土地
(千円)
(面積㎡)

合計
(千円)

加賀本社
(石川県加賀市)

射出成形機
部門
特機部門
全社

統括業務施
設
製造設備
研究開発施
設
ア フ タ ー
サービス設
備

1,719,396
(34,434.26)

982,95352,955
1,161,118
(98,638.66)

3,916,423
155
(15)

(注) １　現在休止中の主要な設備はありません。

２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３　上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。

　
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容
年間リース料
(千円)

リース契約残高
(千円)

加賀本社
(石川県加賀市)

射出成形機部門 工具器具備品等 8,698 37,219

４　従業員数の(　)書は臨時雇用者数で年間の平均人数を外数で記載しております。

　

(2) 在外子会社

平成20年３月31日現在

会社名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)

建物
及び構築物
(千円)
(面積㎡)

機械装置
及び車両運
搬具
(千円)

工具器具
備品
(千円)

土地
(千円)
(面積㎡)

合計
(千円)

Advanced Plastic 
Manufacturing Inｃ.
 
米国ミシガン州

射出成形
機部門

製造設備
79,581

(1,337.80)
200,0331,746

456
(5,220.45)

281,8182
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

　　　
(単位：千円）

会社名
（所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着　手
年　月

完了予定
年　月

完成後の
生産能力総額

既支
払額

あわら工場
福井県あわら市

特機部門 工場設備 170,00060,000
自己資金
及び借入
金

平成20年
６月

平成20年
11月

生産能力
10％増

　

(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 55,088

計 55,088

　
② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 16,514 16,514
ジャスダック
証券取引所

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式

計 16,514 16,514 ─ ─

(注) １　「提出日現在発行数」欄には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの旧商法第280条ノ19の
規定に基づく新株引受権(ストックオプション)の権利行使により発行された株式数は含まれておりません。

２　発行済株式数のうち、5,325株は、現物出資（土地　1,123百万円、建物1,007百万円）によるものであります。
　
(2) 【新株予約権等の状況】
提出会社に対して新株の発行を請求できる権利(旧商法280条ノ19の規定に基づく新株引受権＜ストッ
クオプション＞)に関する事項は次のとおりであります。
＜平成13年６月15日定時株主総会決議＞

事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数 ─ ─

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 405株　(注）１ 同左

新株予約権の行使時の払込金額 400,000円　(注）２ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成15年７月１日
至　平成20年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　400,000円
資本組入額　200,000円

同左

新株予約権の行使の条件 (注) ３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) ４ 同左

代用払込みに関する事項 ─ ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

─ ─

(注) １　株式分割または併合を行う場合は次の算式により調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てるもの

とする。ただし、かかる調整は、その時点で権利者が新株引受権を行使していない新株引受権の目的たる株式

の数についてにのみ行われるものとする。

　　調整後株式数＝調整前株式数×株式分割・併合の比率

２　株式分割および時価を下回る価格で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整により　　　

　　　生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　

調 整 後　　　　発

行価額
＝

調 整 前

発行価額
×

既発行株式数 ＋
新株発行株式数×１株あたり払込金額

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数

３ (1) 権利行使時においても、権利を付与された者は、当社の取締役または従業員であることを要します。

　 　 ただし当社の指示により関連会社の取締役、監査役、顧問または従業員としての地位を継続して保有す　

　 　 る場合は権利を行使できます。

   (2) 権利行使により取得できる株式の発行価額の総額は年間10,000千円以下とします。
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   (3) 権利行使期間内に権利を付与された者が死亡した場合は、その死亡の日から１年以内に限り、相続人が　

　 付与契約に定めるところにより権利を行使することができます。

４ 　権利の譲渡、質入れその他の処分は認めません。

５　 その他の権利行使の条件については定時株主総会決議および取締役会決議に基づき当社と対象取締役及

 び従業員との間で締結する付与契約に定めるものとします。

　

当社は、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき新株予約権を発行しており、その内容は次

のとおりであります。

＜平成19年６月27日定時株主総会決議＞

事業年度末現在
（平成20年３月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数 219個（注）１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 219株 同左

新株予約権の行使時の払込金額 １円 同左

新株予約権の行使期間 平成20年8月1日から平成30年7月31日 同左

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　  200,060円 同左

資本組入額  100,030円

新株予約権の行使の条件 １．平成19年７月31日以降、新株予約権
を付与された者が当社の役員および使用
人のいずれの地位をも喪失した場合、新
株予約権の行使可能期間を超えない範囲
で、当該喪失日の翌日から３年間に限り
新株予約権を行使することができる。但
し、会社に損害を与えたこと等による解
雇、解任その他による地位の喪失の場合
は、行使することはできない。

同左

２．新株予約権者が権利行使期間内に死
亡した場合は、取締役会の承認を条件と
して、新株予約権の行使可能期間を超え
ない範囲で、相続人は新株予約権者の死
亡の翌日から３年間に限り新株予約権を
行使することができる。
３．新株予約権者が新株予約権の全部又
は一部を放棄した場合には、同放棄にか
かる新株予約権を行使することができな
いものとする。
４．その他の条件は、当社と被付与者と
の間で締結する契約で定めるところによ
る。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取得について
は、当社取締役会の承認を要するものと
する。

同左

代用払込みに関する事項 （注）２ 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

（注）３ 同左

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。 
ただし、当社が株式分割、株式無償割当または株式併合等を行う場合は、次の算式により付与株式数を調整し、
調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。 
調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

　　 ２　新株予約権を割り当てる日において、同予約権の割当てを受ける各取締役及び各監査役による当該払込金
額の払込みに代えて当社に対する同額の報酬債権をもって相殺する。

　　３　組織再編の際の新株予約権の取り扱い 
当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以
上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日において残
存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社
法第236 条第1 項第8 号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権
を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対
象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を
交付する旨を、合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合
に限るものとする。 

  （1） 交付する再編対象会社の新株予約権の数 
残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

  （2） 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 
再編対象会社の普通株式とする。 

  （3） 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数  

    組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。 
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  （4） 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

　  交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、再編後払込金額に上記（３）に従

　　って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とす

　　る。再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再

　　編対象会社の株式1 株当たり1 円とする。 

 （5）  新株予約権を行使することができる期間 

　  募集新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅

　　い日から、募集新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

 （6）  新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

　  組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。 

 （7）  譲渡による新株予約権の取得の制限 

　  譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものと

　　する。

 （8） その他の新株予約権の行使の条件 

　 新株予約権の行使条件に準じて決定する。 
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(3) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成15年４月１日～
平成15年11月14日

(注) １
6 13,778 1,2001,576,2201,200 1,200

平成15年11月15日
(注) ２

2,500 16,278 589,6252,165,845589,625590,825

平成15年11月16日～
平成16年３月31日

(注) １
5 16,283 1,0002,166,8451,000 591,825

平成16年４月１日～
平成17年３月31日
　　　（注) １

21 16,304 4,2002,171,0454,200 596,025

平成17年４月１日～
平成18年３月31日　　　

― 16,304― 2,171,045― 596,025

平成18年４月１日～
平成19年３月31日　　　

― 16,304― 2,171,045― 596,025

平成19年４月１日～
平成20年３月31日
       (注) ３

210 16,514 21,5252,192,57021,525 617,550

(注) １　旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権(ストックオプション)の行使による増加であります。

２　有償一般募集

発行株数 2,500株

発行価額 471,700円

資本組入額 235,850円

払込金総額 1,179,250千円

　　　 ３　新株予約権の行使による増加であります。
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(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況

単元未満株
式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

─ 6 8 29 2 ─ 1,4631,508 ─

所有株式数
(株)

─ 351 124 9,488 113 ─ 6,43816,514 ─

所有株式数
の割合(％)

─ 2.14 0.75 57.44 0.68 ─ 38.99100.00 ─

(注)　「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式５株含まれております。

　

(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ソディック 横浜市都筑区仲町台3-12-1 7,194 43.56

株式会社ソディックＣＰＣ 横浜市港北区新横浜2-3-9 2,000 12.11

ソディックプラステック栄光持株会 横浜市港北区新横浜2-7-20 693 4.20

乾　弘明 兵庫県宝塚市 287 1.74

関　陽一 石川県坂井市 254 1.54

ソディックプラステック従業員持株会 横浜市港北区新横浜2-7-20 170 1.03

小林　滋 横浜市青葉区 132 0.80

ビーエヌワイエル　フォー　アイエヌ
ジー　ルクセンブルグ　エスエー
(常任代理人　株式会社三菱東京UFJ銀
行カストディ業務部)

1, RUE JEAN PIRET, L-2965 LUXEMBOURG
(東京都千代田区丸の内2-7-1)

111 0.67

第一生命保険相互会社 千代田区有楽町1-13-1 100 0.61

東京海上日動火災保険株式会社 千代田区丸の内1-2-1 100 0.61

計 ― 11,041 66.87

（注）前事業年度末現在、主要株主であったソディックリース株式会社は、当事業年度において主要株主では

無くなり、株式会社ソディックCPCが新たに主要株主となりました。 
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(相互保有株式)
普通株式　　　32

─
権利内容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式

完全議決権株式(その他)  普通株式  16,482 16,482　　　　　　　 同上

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 16,514 ― ―

総株主の議決権 ― 16,482 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が5株(議決権5個)含

まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

 （相互保有株式）
 株式会社片山製作所

岐阜県可児市姫ヶ丘１丁目30 ― 32 32 0.19

計 ― ― 32 32 0.19

（注）株式会社片山製作所の他人名義所有株式数は当社の取引先会社で構成される持株会のもので、その名称は「ソ

ディックプラステック栄光持株会」、住所は「横浜市港北区新横浜二丁目７番地20」です。
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(8) 【ストックオプション制度の内容】

当社は、ストックオプション制度を採用しております。

①平成13年６月15日開催の定時株主総会による決議分

　　旧商法280条ノ19の規定に基づき、当社が新株の予約権を与える方式により、当社役員及び　　　　　　　　　

　　

　　従業員に対して付与

②平成19年６月27日開催の定時株主総会による決議分

　  会社法236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社役員に対して付与

　

  当該制度の内容は次のとおりであります。

決議年月日 平成13年6月15日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役　６名

当社執行役員６名

当社従業員33名

新株予約権の目的となる株式の種類 （２）「新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 520株

新株予約権の行使時の払込金額（円） （２）「新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事
項 ―

決議年月日 平成19年6月27日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役９名　当社監査役４名

新株予約権の目的となる株式の種類 （２）「新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事
項

同上
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 該当事項はありません。

　

（1）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（2）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

（4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識しております。利益配分につきまし

ては、将来の事業展開と経営体質の強化を考慮しつつ、安定した配当を継続して実施していくことを基本

方針としております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機

関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

今後も業績向上に伴って配当性向を考慮し、株主への利益配当の内容を充実していくことを利益配分の

基本方針といたします。

上記の方針に基づき、当期の利益配当金につきましては、1株につき2,500円（中間配当金と合わせ年間

配当金は1株につき5,000円）とさせて頂きました。

内部留保金の使途につきましては、今後の事業展開への備えと研究開発費用として投入していくこと

としております。

　なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定めております。

(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当り配当額（円）

平成19年11月15日
取締役会決議

41,235 2,500

平成20年６月27日
定時株主総会決議

41,285 2,500

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 655,000 699,000 459,000 391,000 219,000

最低(円) 220,000 321,000 310,000 212,000 130,000

(注)　最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるものであり、平成16年12月13日以降はジャス

ダック証券取引所におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 190,000 187,000 175,000 162,000 149,000 160,000

最低(円) 171,000 145,000 149,000 130,000 130,000 133,000

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役
会長

関　　　陽　一 昭和22年６月17日生

昭和44年４月 ジャパックス株式会社入社

（注）
３

254

昭和46年２月 メップ株式会社入社

昭和51年８月 株式会社ソディック取締役就任

昭和58年６月 同社常務取締役就任

昭和62年６月 同社専務取締役就任

平成２年６月 同社代表取締役副社長就任

平成４年７月 当社設立と同時に取締役就任

平成10年６月 当社代表取締役会長就任(現任)

代表取締役
社長

藤　川　　　操 昭和24年６月６日生

昭和47年４月 メップ株式会社入社

（注）
３

82

昭和51年８月 株式会社ソディック入社

昭和56年２月 同社福井工場長

昭和62年６月 同社取締役EDW事業部長就任

平成元年８月 同社取締役TR事業部長就任

平成４年７月 当社設立と同時に代表取締役社長

就任(現任)

取締役副
社長

営業本部　　本
部長

小　川　恒　一 昭和25年９月11日生

昭和44年４月 ジャパックス株式会社入社

（注）
３

82

昭和51年10月 株式会社ソディック入社

昭和62年６月 同社取締役営業本部副本部長就任

平成６年６月 同社常務取締役就任

平成９年11月 当社取締役就任

平成10年６月 当社取締役副社長就任

平成13年６月 当社取締役副社長兼副社長執行役

員就任

平成17年６月 当社取締役副社長就任(現任)

専務取締役
生産統括　　　
兼管理統括

 
藤　倉　進　司 昭和25年12月13日生

昭和44年４月 池上通信機株式会社入社

（注）
３

44

昭和54年１月 株式会社ソディック入社

平成５年６月 同社取締役生産本部副本部長就任

平成13年４月 当社入社

平成13年５月 当社生産本部長

平成13年６月 当社常務取締役兼常務執行役員就

任

平成14年７月 当社専務取締役兼専務執行役員就

任

平成17年６月 当社専務取締役就任(現任)

常務取締役
営業本部　　　
副本部長

井　上　幸　彦 昭和26年11月９日生

昭和48年８月 豊田通商株式会社入社

（注）
３

25

昭和56年10月 株式会社ソディック入社

平成９年９月 Sodick Inc.社長

平成13年１月 当社入社

平成13年４月 当社営業本部海外営業部長

平成13年６月 当社常務取締役兼常務執行役員就

任

平成17年６月 当社常務取締役就任(現任)

取締役

特機営業

本部

本部長

渡　邉　雅　春 昭和34年７月25日生

昭和57年４月 株式会社ソディック入社

（注）
３
 

7

平成13年10月 当社入社リニアカンパニー営業本

部長

平成14年12月 当社特機営業本部長

平成15年５月 当社執行役員特機営業本部長

平成17年６月 当社取締役特機営業本部長就任

(現任)

取締役

生産技術

本部

副本部長

谷　口　一　芳 昭和34年10月13日生

昭和57年４月 新東工業株式会社入社

（注）
３
 

13

昭和60年10月 株式会社ソディック入社

平成12年９月 当社入社生産技術部CE課長

平成13年８月 当社執行役員生産技術本部CE部長

平成16年３月 当社執行役員生産技術副本部長兼

技術部長

平成17年６月 当社取締役生産技術副本部長兼技

術部長就任(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役
営業本部
副本部長

和　泉　忠　之 昭和35年５月29日生

昭和58年４月 株式会社ソディック入社

（注）
３

13

平成12年６月 当社取締役営業本部西日本担当部

長

平成13年８月 当社執行役員営業本部上海担当部

長

平成16年８月 当社執行役員営業本部部長

平成17年６月

 平成19年６月

当社取締役営業本部国内営業担当

部長就任

  当社取締役営業本部副本部長

  就任 (現任)

取締役
管理本部

本部長代理
吉岡　洋二郎 昭和29年10月１日生

昭和61年１月 株式会社ソディック入社

（注）
３
 

2

昭和61年６月 Sodick Inc.出向

平成２年２月 株式会社ソディック海外技術室課

長代理

平成６年８月 株式会社ＫＨＳ海外業務課長

平成13年２月 当社管理本部経理部次長

平成14年７月 当社管理本部経理部長

平成15年５月

 平成19年10月

当社執行役員管理本部経理部長就

任　

 当社執行役員管理本部本部長代理 

 就任

平成20年６月 当社取締役管理本部長代理就任

（現任）

常勤監査役 宮　地　嘉寿夫 昭和10年11月１日生

昭和29年４月 株式会社北陸銀行入行

（注）
４
 

10

昭和46年８月 同行新橋支店支店長代理

平成２年10月 株式会社ソディック入社

EDW事業部加賀FMS工場兼福井総務

部加賀総務課次長

平成12年６月 当社常勤監査役就任(現任)

監査役 　 廣　崎　厚　生 昭和15年１月28日生

昭和38年４月 三菱重工業株式会社入社

（注）
４
 

6

平成６年10月 同社工作機械射出成形機部産機輸

出部主管

平成８年７月 株式会社ソディック入社

TR担当役員付

平成10年７月 当社へ出向、営業本部海外担当主

事

平成12年９月 当社入社営業本部海外担当主事

平成14年６月 当社監査役就任(現任)

監査役 　 山　本　孝　志 昭和23年10月４日生

昭和44年４月 富士輸送機株式会社（現フジテッ

ク株式会社）入社

（注）
４
 

7

昭和62年２月 株式会社ソディック入社

平成６年６月 Sodick(Thailand) Co., Ltd.社長

平成12年６月 株式会社ソディック取締役生産統

括副本部長就任

平成13年４月 同社常務取締役就任

平成16年４月 同社専務取締役就任

平成16年６月 当社監査役就任

平成20年６月 同社取締役副社長就任（現任）

平成20年６月 当社監査役就任(現任)

監査役 　 島　村　和　也 昭和47年10月20日生

平成７年10月 監査法人トーマツ入所

（注）
４
 

─

平成10年２月 公認会計士登録

平成15年４月 司法研修所入所

平成16年10月 弁護士登録

平成16年10月 阿部・井窪・片山法律事務所入所

平成20年３月 島村法律会計事務所代表（現任）

平成20年６月 当社監査役就任(現任)

計 545

(注) １　監査役宮地嘉寿夫、山本孝志及び島村和也は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。

２　当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しています。

　　執行役員は３名で、横浜営業所部長　西耕平、営業部長兼名古屋支店長　神谷尉太郎、製造部長兼調達部部長　江戸屋勝義で構成

されております。

３　取締役会の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時まであり

ます。
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４　監査役の任期は、監査役宮地嘉寿夫、廣崎厚生は平成17年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定

時株主総会終結の時までであります。

監査役山本孝志、島村和也は平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

５　伊藤義則は、平成19年９月30日に退任しております。

６　森　道嗣は、平成20年６月27日任期満了にて退任しております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(１) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は経営管理機能の強化・充実、経営判断の迅速化と適法かつ適正、情報の適時開示を最重要課題

として捉え、コンプライアンスを重視した経営の推進並びに社内管理体制の構築、内部統制システム

の整備、強化を推し進め、コーポレート・ガバナンスの充実に努めてまいります。

　

（２） 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　　　 ① 会社の機関の基本説明

イ．会社機関の内容

　当社は経営の意思決定の迅速化と事業執行の責任の明確化を図るため、執行役員制度を導入して

おります。これは、当社の属する産業機械業界が、技術革新や需要動向の変化が極めて速いため、な

お一層迅速な経営判断が必要となるためであります。 

執行役員は、月１回開催される定例の取締役会に出席の上、分掌事項の執行状況について報告を

行っております。また、当社は監査役制度を採用しており、監査機能強化のため、監査役を４名体制

（３名を社外監査役）とし、経営のチェック機能の強化を図っております。さらに、適宣顧問弁護士

に意見を求める等、コンプライアンス面での充実を図っております。 

　

② 各機関及び経営管理組織（管理部門の配置状況含む）
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③ 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　当社の内部統制システムといたしましては、平成18年５月に施行されました会社法に基づき、取締

役会議を行うとともに、内部監査室がその実施状況について監査を実施し、報告いたしました。 

　代表取締役直轄のコンプライアンス委員会にて、内部統制システムの基本方針に則り、取締役並び

に関連部署と共同で「社内規定の整備とその見直し」、「重要文書に応じた管理基準の制定」、そ

の他、生産工場での災害等、非常事態発生時の対応の協議とその取扱基準の制定等を実施いたして

おります。また毎月定期的に実施いたしております取締役会並びに常務会を通じ、重要な情報の報

告や方針の徹底、不正・事故等のリスク発生の未然防止の徹底を図っております。 

　

④ 内部監査及び監査役監査の状況

　当社の内部監査部門（社長直轄の内部監査室2名）は、業務の適正、有効性の調査とともに内部統

制システムの監視活動について随時状況報告を行っておりますが、監査役監査とも連携をして内部

監査の実効性向上に努めております。 

　監査役監査は独立の立場から、会社の健全で持続的な成長を確保し、良質な企業統治体制の確立と

運用を基本的な監査視点としているところから、内部監査部門等及び会計監査人に対しても、内部

統制システム等に係る状況やその他の監査経過について説明を受けるとともに、意見や情報の交換

による事実の把握により自己の監査について的確化、効率化に努めております。 

　

　⑤ 会計監査の状況

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は金子　寛人、櫻井　清幸であり、あずさ監査法人に所属

し、会計監査人として独立の立場を保持し、また、職務遂行が適切に行われるために、監査計画に基

づいて実施しされている期中・期末監査等を通じ、内部統制システム等の監査の実施経過について

内部監査部門や監査役と意見、情報の交換を行なっております。 

　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士２名、その他６名であります。なお、その他 は会

計士補、公認会計士試験合格者、システム監査担当者等であります。 

　

　⑥　社外取締役及び社外監査役との関係

　当社は社外取締役は選任しておりません。社外監査役のうち、宮地嘉寿夫は当社株式10株、山本孝

志は当社株式７株をそれぞれ保有しております。なお、山本孝志は親会社である株式会社ソディッ

クの取締役副社長であります。 

　

（３）リスク管理体制の整備の状況

　当社は取締役会が経営リスクを、各部門は各部門において発生するリスクを洗い出し、リスク管理体

制の整備に努めております。 

　

（４）役員報酬の内容

　　　当社の社内取締役に対する報酬総額は169百万円であります。 

　　　当社の社内監査役に対する報酬総額は4百万円であります。 

　　　また、社外監査役に対する報酬総額は11百万円であります。 
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　（５）監査報酬の内容

　当社のあずさ監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に

基づく報酬は19百万円であります。

　

　（６）取締役の定数及び選任の決議要件

　当社の取締役は９名以内とする旨定款に定めております。当社は取締役の選任決議について、株主総

会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その

議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

　

　（７）株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

①自己の株式の取得 

　　当社は、自己の株式の取得について、機動的な資本政策の遂行を目的として、会社法第165条第２項の

規定により、取締役会の決議をもって自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。

 

 ②取締役および監査役の責任免除 

　 当社は取締役および監査役が職務を遂行するにあたり、期待される役割を十分に発揮できようにす

るため、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役及び監査（取締役及び監

査役であった者を含む）の損害賠償責任を法令の限度において、取締役会の決議によって免除するこ

とができる旨を、また、会社法427条第１項の規定により、社外監査役との間に、任務を怠ったことによ

る損害賠償責任を限定する契約を締結することができる（ただし、当該契約に基づく責任の限度額は、

法令の定める最低責任限度額とする）旨を定款に定めております。 

 ③中間配当 

　 当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日と

して、中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。 

 

　（８）株主総会の特別決議要件

当社は会社法第309条第２項に定に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３

分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行な

うことを目的とするものであります。 
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基

づき、当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づ

いて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び前事業年度(平成18年４月１

日から平成19年３月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度(平成19年４

月１日から平成20年３月31日まで)及び当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表について、あずさ監

査法人により監査を受けております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 ※２ 2,062,241 1,300,904

　２　受取手形及び売掛金 ※４ 4,963,887 5,596,979

　３　たな卸資産 2,348,289 2,872,878

　４　繰延税金資産 145,731 146,409

　５　その他 158,575 277,253

　　　貸倒引当金 △ 677 △ 1,177

　　　流動資産合計 9,678,04870.1 10,193,24769.1

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　（1）建物及び構築物 ※２ 1,930,263 2,488,506

　　　　 減価償却累計額 548,2181,382,044 684,4821,804,024

　　（2）機械装置及び運搬具 1,601,485 1,982,854

　　　 　減価償却累計額 562,9831,038,501 804,0291,178,825

　　（3）土地 ※２ 1,162,395 1,161,574

　　（4）建設仮勘定 179,910 ―

　　（5）その他 177,829 212,195

　　　　 減価償却累計額 107,69570,133 155,93456,261

　　　有形固定資産合計 3,832,98527.7 4,200,68528.5

　２　無形固定資産 7,8680.1 9,8400.1

　３　投資その他の資産

　　（1）投資有価証券 13,559 9,509

　　（2）繰延税金資産 58,728 76,123

　　（3）その他 ※１ 250,784 304,684

　　　　 貸倒引当金 △ 28,668 △ 41,162

　　　投資その他の資産合計 294,4032.1 349,1542.3

　　　固定資産合計 4,135,25729.9 4,559,68030.9

　　　資産合計 13,813,305100.0 14,752,928100.0
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　　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 ※４ 4,412,068 5,646,993

　２　営業外支払手形 157,791 2,918

　３　短期借入金 ※５ 1,047,644 1,085,612

　４　一年以内返済予定の
　　　長期借入金

※２ 811,868 891,140

　５　未払金 391,207 318,054

　６　未払費用 213,373 170,943

　７　未払法人税等 157,534 66,218

　８　その他 143,752 180,158

　　　流動負債合計 7,335,24153.1 8,362,03956.7

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 ※２ 2,135,194 1,856,786

　２　長期未払金 237,381 232,910

　３　退職給付引当金 105,750 115,947

　４　役員退職慰労引当金 79,349 ―

　　　固定負債合計 2,557,67518.5 2,205,64414.9

　　　　　　負債合計 9,892,91771.6 10,567,68371.6

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 2,171,045 2,192,570

　２　資本剰余金 596,025 617,550

　３　利益剰余金 1,111,126 1,302,631

　４　自己株式 △ 1,875 △ 2,611

　　　株主資本合計 3,876,32028.1 4,110,14027.9

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

△ 8,382 △ 752

　２　為替換算調整勘定 4,926 3,009

　　　評価・換算差額等合計 △ 3,455△0.0 2,2570.0

Ⅲ　新株予約権 ― ― 29,2080.2

Ⅳ　少数株主持分 47,5230.3 43,6380.3

　　　純資産合計 3,920,38828.4 4,185,24428.4

　　　負債純資産合計 13,813,305100.0 14,752,928100.0
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 13,762,558100.0 13,960,473100.0

Ⅱ　売上原価 ※２ 11,127,76280.9 11,173,83980.0

　　　売上総利益 2,634,79519.1 2,786,63320.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※１,
 ２

2,075,36115.0 2,302,96316.5

　　　営業利益 559,4344.1 483,6693.5

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 620 705

　２　受取配当金 9,289 1,124

　３　受取手数料 32,460 24,580

　４　賃貸料収入 10,112 10,675

　５　持分法による投資利益 ― 21,393

　６　その他 27,582 80,0640.6 22,834 81,3140.5

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 64,228 87,639

　２　持分法による投資損失 11,603 ―

　３　賃貸用固定資産諸費用 28,522 23,411

　４　貸倒引当金繰入額 ― 12,493

　５　その他 16,607120,9620.9 3,820 127,3640.9

　　　経常利益 518,5363.8 437,6183.1

Ⅵ　特別利益

　１　貸倒引当金戻入 5,290 ―

　２　固定資産売却益  ※３ 9,068 14,3580.1 ― ― ―

Ⅶ　特別損失

　１　たな卸資産廃棄損 15,756 ―

　２　関係会社株式評価損 43,014 ―

　３　固定資産除却損 ※４ ― 1,033

　４　貸倒損失 ― 58,7710.4 2,452 3,4860.0

　　　税金等調整前
　　　当期純利益

474,1233.5 434,1323.1

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

244,000 178,000

　　　法人税等調整額 7,070 251,0701.8 △ 15,399162,6001.1

　　　少数株主損失 4,8260.0 1,9670.0

　　　当期純利益 227,8791.7 273,4992.0
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 2,171,045 596,025 986,767 △ 1,153 3,752,683

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当　（注） △ 81,520 △ 81,520

　当期純利益 227,879 227,879

　役員賞与　（注） △ 22,000 △ 22,000

　自己株式の取得 △ 722 △ 722

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

― ― 124,359 △ 722 123,636

平成19年３月31日残高(千円) 2,171,045 596,025 1,111,126 △ 1,875 3,876,320

　

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 15,4984,58120,07952,0043,824,767

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当　（注） △ 81,520

　当期純利益 227,879

　役員賞与　（注） △ 22,000

　自己株式の取得 △ 722

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△ 23,880 345△ 23,535△ 4,480△ 28,016

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

△ 23,880 345△ 23,535△ 4,48095,620

平成19年３月31日残高(千円) △ 8,3824,926△ 3,45547,5233,920,388

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目が含まれております。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(千円) 2,171,045 596,025 1,111,126 △ 1,875 3,876,320

連結会計年度中の変動額

　新株の発行（ストックオプショ

　ンの行使）
21,525 21,525 43,050

　剰余金の配当 △ 81,995 △ 81,995

　当期純利益 273,499 273,499

　自己株式の取得 △ 735 △ 735

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

21,525 21,525 191,504 △ 735 233,819

平成20年３月31日残高(千円) 2,192,570 617,550 1,302,631 △ 2,611 4,110,140

　

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主

持分
純資産合計その他

有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) △ 8,382 4,926△ 3,455 ─ 47,5233,920,388

連結会計年度中の変動額

　新株の発行（ストックオプショ

　ンの行使）
43,050

　剰余金の配当 △ 81,995

　当期純利益 273,499

　自己株式の取得 △ 735

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

7,630△ 1,917 5,713 29,208△ 3,884 31,036

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

7,630△ 1,917 5,713 29,208△ 3,884264,856

平成20年３月31日残高(千円) △ 752 3,009 2,257 29,208 43,6384,185,244
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　税金等調整前当期純利益 474,123 434,132

　　減価償却費 311,824 433,051

　　退職給付引当金の増減額 14,120 3,639

　　賞与引当金の増減額 97,888 △4,074

　　貸倒引当金の増減額 △5,290 12,993

　　受取利息及び配当金 △9,909 △ 1,830

　　支払利息 64,228 87,639

　　関係会社株式評価損 43,014 ─

　　売上債権の増減額 31,052 △ 633,327

　　たな卸資産の増減額 292,348 △ 524,912

　　仕入債務の増減額 △1,471,030 1,235,299

　　消費税差額の増減額 119,503 △102,974

　　持分法による投資損益 11,603 △21,393

　　前受金の増減額 60,539 53,383

　　役員賞与の支払額 △22,000 ─

　　 その他 61,326 △24,341

　　　　小計 73,341 947,284

　　利息及び配当金の受取額 9,909 1,830

　　利息の支払額 △67,759 △87,852

　　法人税等の支払額 △134,694 △268,244

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー △119,202 593,018

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　定期預金の預入による支出 △20,000 ─

　　投資有価証券の取得による支出 △2,432 △ 2,535

　　関係会社株式の取得による支出 ─ △ 8,050

　　有形固定資産の取得による支出 △456,442 △ 966,962

　　無形固定資産の取得による支出 △5,458 △4,601

　　その他 △32,600 ─

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △516,933 △982,149

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　短期借入による収入 2,047,644 2,229,807

　　短期借入金の返済による支出 △1,950,000 △2,188,560

　　長期借入による収入 2,619,110 758,925

　　長期借入金の返済による支出 △816,397 △952,801

　　社債の償還による支出 △220,000 ─

　　長期未払金の減少による支出 △121,283 △135,837

　　配当金の支払額 △84,466 △82,898

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 1,474,606 △371,365

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 △3,470 △839

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 834,999 △761,336

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 1,197,241 2,032,241

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※ 2,032,241 1,270,904

　

EDINET提出書類

株式会社ソディックプラステック(E01720)

有価証券報告書

 41/104



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　１社

　　主要な連結子会社の名称

　　Advanced Plastic Manufacturing

Inc.

(1) 連結子会社の数　１社

　　主要な連結子会社の名称

　　Advanced Plastic Manufacturing

Inc.

　なお、Advanced Plastic　

Manufacturing Inc.については重要性

が増加したことにより、当連結会計年

度から連結の範囲に含めることといた

しました。

(2) 非連結子会社名

　　塑皇科機股?有限公司

　　Plustech Singapore Pte. Ltd.

　　塑帝精密注塑（香港）有限公司

　　塑皇国際貿易（上海) 有限公司

　　Neo Plus Asia Co., Ltd.

　　塑帝科機有限公司

(2) 非連結子会社名

　　塑皇科機股?有限公司

　　Plustech Singapore Pte. Ltd.

　　塑帝精密注塑（香港）有限公司

　　塑皇国際貿易（上海) 有限公司

　　塑帝精密注塑（深?) 有限公司

　　Neo Plus Asia Co., Ltd.

　　塑帝科機有限公司

連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社６社は、いずれも小規模

会社であり、合計の総資産、売上高、当

期純損益及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないためであ

ります。

連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社７社は、いずれも小規模

会社であり、合計の総資産、売上高、当

期純損益及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないためであ

ります。

２　持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法を適用した関連会社数１社

　　会社等の名称

　　㈱片山製作所

(1) 持分法を適用した関連会社数１社

　　会社等の名称

　　㈱片山製作所

(2) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社数　９社

会社等の名称

　　塑皇科機股?有限公司

　　Plustech Singapore Pte. Ltd.

　　塑帝精密注塑（香港）有限公司

　　塑皇国際貿易（上海）有限公司

　　Neo Plus Asia Co., Ltd.

　　塑帝科機有限公司 

　　Plustech Inc.

　 （株）アドバンスド・テクノロジー

・オブ・プラスチック

　  (有）ティック

持分法を適用しない理由

　持分法非適用会社は、それぞれ当期純

損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用から除外し

ております。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社数　10社

会社等の名称

　　塑皇科機股?有限公司

　　Plustech Singapore Pte. Ltd.

　　塑帝精密注塑（香港）有限公司

　　塑皇国際貿易（上海）有限公司

    塑帝精密注塑（深?）有限公司

　　Neo Plus Asia Co., Ltd.

　　塑帝科機有限公司 

　　Plustech Inc.

　 （株）カタヤマ精工

　　(有）ティック

　持分法を適用しない理由

　持分法非適用会社は、それぞれ当期純

損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用から除外し

ております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

　Advanced Plastic Manufacturing 

Inc.の決算日は、12月31日であります。

　連結財務諸表を作成するに当たって

は同日現在の財務諸表を使用し、連結

決算日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行ってお

ります。

　　　　　　　同左

４　会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

　(イ)有価証券

　　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　期末日の市場価格等に基づく時価

法によっております。(評価差額

は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

　(イ)有価証券

　　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　同左

　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法によって

おります。

　　　時価のないもの

　　　　同左

　(ロ)デリバティブ

　　　時価法

　(ロ)デリバティブ

　　　同左

　(ハ)たな卸資産

　　　製品・仕掛品

　　　　個別法による原価法を採用してお

ります。

　(ハ)たな卸資産

　　　製品・仕掛品

　　　同左

　　　原材料

　　　　先入先出法による原価法を採用し

ております。

　　　原材料

　　　同左　

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

　(イ)有形固定資産

　　　定率法を採用しております。

　　　ただし、建物(建物付属設備を除く)

については、定額法を採用してお

ります。

　　　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

　　　建物及び構築物　　　２～50年

　　　機械装置及び運搬具　２～12年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

　(イ)有形固定資産

　　建物（建物附属設備を除く）

　　①平成19年３月31日以前に取得し

　　　たもの

　　　旧定額法によっております。

　　②平成19年４月１日以降に取得し

　　　たもの

　　　定額法によっております。

　 

    建物以外　

    ①平成19年３月31日以前に取得し

　　　たもの

　　　旧定率法によっております。

　　②平成19年４月１日以降に取得し

　　　たもの

　　　定率法によっております。

　　　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

　　　建物及び構築物　　　２～50年

　　　機械装置及び運搬具　２～12年

項目

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)
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（会計方針の変更）

法人税法の改正（（所得税法等の

一部を改正する法律　平成19年３

月30日　法律第６号）及び（法人

税法施行令の一部を改正する政令

　平成19年３月30日　政令第83

号））に伴い、当連結会計年度か

ら、平成19年４月１日以降に取得

したものについては、改正後の法

人税法に基づく方法に変更してお

ります。

この結果、従来の方法によった場

合に比べて、売上総利益が8,610千

円、営業利益が11,878千円、経常利

益が11,878千円、税金等調整前当

期純利益が11,878千円、当期純利

益が7,055千円それぞれ減少して

おります。

　なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。

（追加情報）

当連結会計年度から、平成19年３

月31日以前に取得したものについ

ては、償却可能限度額まで償却が

終了した翌年から５年間で均等償

却する方法によっております。

当該変更に伴う損益に与える影響

は、軽微であります。

 

　(ロ)無形固定資産（自社利用のソフ

トウェア)

　　　定額法によっております。

　　　５年を限度とする見込利用可能期

間で定額法により償却する方法を

採用しております。

　(ロ)無形固定資産（自社利用のソフ

トウェア)

　　　同左

(3) 重要な引当金の計上基準

　(イ)貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

　(イ)貸倒引当金

　　　同左

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)
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　(ロ)退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末において発

生していると認めれられる額を計

上しております。

　　　また、数理計算上の差異は、各会計

年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数

による定率法（10年）により、そ

れぞれ発生の翌会計年度から費用

処理することととしております。

　(ロ)退職給付引当金

　　　同左

　(ハ)役員退職慰労引当金

　　　役員の退職慰労金の支払に備える

ため、役員退職慰労金規程に基づ

く期末要支給額を計上しておりま

す。

　　　なお、平成18年６月に役員報酬制度

を改正しており、平成18年７月以

降対応分については役員退職慰労

引当金の繰入れを行なっておりま

せん。

　(ハ)役員退職慰労引当金

（会計方針の変更）

  当連結会計年度から連結財務諸表提

出会社における、平成18年６月29日の第

14回定時株主総会等で決議された取締

役及び監査役の役員退職慰労金制度廃

止に伴う打ち切り支給見込み額につい

て、固定負債の長期未払金に計上してお

ります。

　この変更は、監査第一委員会報告　第42

号「租税特別措置法上の準備金及び特

別法上の引当金又は準備金に関する監

査上の取り扱い」が平成19年４月13日

に改正されたことによるものでありま

す。

　これにより、固定負債の長期未払金が

72,791千円増加しておりますが、固定負

債合計に与える影響はありません。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準

　　外貨建金銭債権債務は、直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、

在外子会社等の資産及び負債は、直

物為替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場により円

貨に換算し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定に含めて

おります。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準

　　　同左

(5) 重要なリース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

(5) 重要なリース取引の処理方法

　　　同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(6) 重要なヘッジ会計の方法

　(イ)ヘッジ会計の方法

　　　金利スワップ及び金利キャップに

ついて特例処理の要件を満たして

おりますので、特例処理を採用し

ております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

　(イ)ヘッジ会計の方法

　　金利スワップについて特例処理の要

件を満たしておりますので、特例

処理を採用しております。　

　(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

　　①ヘッジ手段…金利スワップ及び金

利キャップ

　　②ヘッジ対象…借入金の利息

　(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

　　①ヘッジ手段…金利スワップ

 

　　②ヘッジ対象…借入金の利息

　(ハ)ヘッジ方針

　　　当社は、財務上のリスク管理対策の

一環として、デリバティブ取引を

行っております。借入金の金利変

動リスク軽減のために金利スワッ

プ及び金利キャップ取引を行うも

のとしております。

　(ハ)ヘッジ方針

　　当社は、財務上のリスク管理対策の

一環として、デリバティブ取引を

行っております。借入金の金利変

動リスク軽減のために金利スワッ

プ取引を行うものとしておりま

す。　

　(ニ)ヘッジ有効性評価の方法

　　　特例処理によっている金利スワッ

プ及び金利キャップについては、

有効性の評価を省略しておりま

す。

　(ニ)ヘッジ有効性評価の方法

　　　特例処理によっている金利スワッ

プについては、有効性の評価を省

略しております。

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。

　

　　同左

６　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日又は償還日の到来

する流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない短期的な投資であ

ります。 

　

　　同左

７　その他連結財務諸表作成

のための基本となる重要

な事項

　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

　　同左

　

　追加情報

　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

―――――― （ストック・オプション等に関する会計基準等）

　　当連結会計年度から「ストック・オプション等に関す

る会計基準」（企業会計基準第８号　平成17年12月27　

日）及び「ストック・オプション等に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第11号 改正平成18

年５月31日）を適用しております。

　これによる損益に与える影響は29,208千円であります。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。

その他（関係会社株式） 79,216千円

その他（関係会社出資金） 58,420千円

　

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。

その他（関係会社株式） 119,467千円

その他（関係会社出資金） 58,420千円

　

※２　担保資産

　　　借入金の担保に供されている資産(簿価)は次のとお

りであります。

建物 1,247,748千円

定期預金 30,000千円

土地 1,135,298千円

合計 2,413,046千円

※２　担保資産

　　　借入金の担保に供されている資産(簿価)は次のとお

りであります。

建物 1,650,864千円

定期預金 30,000千円

土地 1,135,298千円

合計 2,816,162千円

　　　対応債務

一年以内返済予定の長期借入金 676,446千円

長期借入金 1,482,573千円

　合計 2,159,019千円

(根抵当権の極度額) 1,500,000千円

　

　　　対応債務

一年以内返済予定の長期借入金 724,952千円

長期借入金 1,258,617千円

　合計 1,983,569千円

(根抵当権の極度額) 1,500,000千円

　

　３　偶発債務

　　　連結子会社以外の会社の金融機関等からの借入金に

対して、次の通り債務保証を行っております。

Plustech Inc.70,830千円（600千米ドル)

　

　３　偶発債務

　　　連結子会社以外の会社の金融機関等からの借入金に

対して、次の通り債務保証を行っております。

Plustech Inc.70,133千円（700千米ドル)

　

※４　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。

　　　なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であった

ため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれてお

ります。

受取手形 183,306千円

支払手形 364,472千円

　

※４　　――――――

※５　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行5行と当座貸越契約を締結しております。

当座貸越限度額の総額 1,500,000千円

借入実行残高 1,000,000千円

差引額 500,000千円

　

※５　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行5行と当座貸越契約を締結しております。

当座貸越限度額の総額 1,500,000千円

借入実行残高 1,000,000千円

差引額 500,000千円
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

役員退職慰労引当金繰入額 3,740千円

販売手数料 365,187千円

給与手当 472,778千円

　

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

貸倒引当金繰入額 1,067千円

販売手数料 366,701千円

給与手当 518,191千円

　

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、486,092千円であります。

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、393,980千円であります。

※３　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 9,068千円

　

※３　――――――

　

※４　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

※４　―――――― 建物及び構築物 227千円

その他 806千円

合計 1,033千円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 16,304 ― ― 16,304

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 2 3 ― 5

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　持分法適用会社の市場からの取得による増加 3株

　

　
３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社 平成13年新株予約権 普通株式 433 ― 10 423 0

合計 433 ─ 10 423 0

(注) １　目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

２　目的となる株式の数の変動事由の概要

　　平成13年新株予約権の減少は、退職による権利の失効によるものであります。
　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日
定時株主総会

普通株式 40,760 2,500平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月15日
取締役会

普通株式 40,760 2,500平成18年９月30日 平成18年12月11日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 40,760 2,500平成19年３月31日 平成19年６月28日
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 16,304 210 ― 16,514

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　新株予約権の権利行使による新株の発行による増加　210株

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 5 4 ― 9

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　持分法適用会社の市場からの取得による増加 4株

　

　
３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社

平成13年新株予約権 普通株式 423 0 18 405 0

平成19年ストックオプションとし

ての新株予約権
― ― ― ― ― 29,208

合計 423 0 18 405 29,208

(注) １　目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

２　目的となる株式の数の変動事由の概要

　　平成13年新株予約権の減少は、退職による権利の失効によるものであります。
　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月27日
定時株主総会

普通株式 40,760 2,500平成19年３月31日 平成19年６月28日

平成19年11月15日
取締役会

普通株式 41,235 2,500平成19年９月30日 平成19年12月10日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 41,285 2,500平成20年３月31日 平成20年６月30日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

預金及び預金勘定 2,062,241

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △30,000

現金及び現金同等物 2,032,241

　

預金及び預金勘定 1,300,904

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △30,000

現金及び現金同等物 1,270,904
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　

１. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、期末残高相当額

　

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
（千円）

機械装置
及び運搬具

19,62910,0469,583

合計 19,62910,0469,583

　

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、期末残高相当額

　

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
（千円）

機械装置
及び運搬具

17,4238,479 8,944

その他 32,1574,16727,989

合計 49,58012,64736,933

　

（２）未経過リース料期末残高相当額等

　　　　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 3,604千円

１年超 6,173千円

　合計 9,778千円

リース資産減損勘定の残高 ─ 千円

　

（２）未経過リース料期末残高相当額等

　　　　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 9,633千円

１年超 27,586千円

　合計 37,219千円

リース資産減損勘定の残高 ─ 千円

　

（３）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額

支払リース料 23,940千円

リース資産減損勘定の取崩額 12,687千円

減価償却費相当額 21,651千円

支払利息相当額 658千円

　

（３）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、

減価償却費相当額、支払利息相当額

支払リース料 8,698千円

リース資産減損勘定の取崩額 ― 千円

減価償却費相当額 8,232千円

支払利息相当額 556千円

　

（４）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額をリース契約上

に残価保証の取決めがあるものは、当該残価保証額、

それ以外のものは零とする定額法によっておりま

す。

　

（４）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　減価償却費相当額の算定方法

　　　　同左

 

　　　

　　利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については

利息法によっております。

 

２.　オペレーティング・リース取引 

　――――――――― 

　　利息相当額の算定方法

　　　　同左

（減損損失について） 

　　リース資産に配分された減損損失はありません。

２.　オペレーティング・リース取引 

１年内 2,427千円

１年超 3,710千円

　合計 6,138千円

　

次へ
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(有価証券関係)

前連結会計年度（平成19年3月31日現在）

　　その他有価証券で時価のあるもの

取得原価(千円)
連結決算日における連結
貸借対照表計上額(千円)

差額(千円)

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの
株式 8,610 13,559 4,948

　

当連結会計年度（平成20年3月31日現在）

　　その他有価証券で時価のあるもの

取得原価(千円)
連結決算日における連結
貸借対照表計上額(千円)

差額(千円)

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの
株式 2,563 3,900 1,336

小計 2,563 3,900 1,336

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの
株式 8,581 5,609 △ 2,972

小計 8,581 5,609 △ 2,972

合計 11,145 9,509 △ 1,636
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(デリバティブ取引関係)

　１ 取引の状況に関する事項

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　取引の内容

利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ及

び金利キャップ取引であります。

１　取引の内容

利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取

引であります。

２　取引に対する取組方針

デリバティブ取引は、金利の変動によるリスク回避

を目的としており、投機的な取引は行わない方針であ

ります。

２　取引に対する取組方針

同左

３　取引の利用目的

デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場

における利率上昇による変動リスクを回避する目的で

利用しております。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。

ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たしておりますので、特例処

理を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ及び金利キャップ

ヘッジ対象…借入金の利息

ヘッジ方針

財務上のリスク管理対策の一環として、デリバ

ティブ取引を行っております。借入金の変動リスク

軽減のために金利スワップ及び金利キャップ取引を

行うものとしております。

ヘッジ有効性評価の方法

特例処理によっている金利スワップ及び金利

キャップについては、有効性の評価を省略しており

ます。

３　取引の利用目的

デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場

における利率上昇による変動リスクを回避する目的で

利用しております。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。

　　ヘッジ会計の方法

　　特例処理の要件を満たしておりますので、特例処

　理を採用しております。

　　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　ヘッジ手段…金利スワップ
　　　ヘッジ対象…借入金の利息
　　ヘッジ方針

　 財務上のリスク管理対策の一環として、デリバティ

ブ取引を行っております。借入金の変動リスク軽減の

ために金利スワップ取引を行うものとしております。

  ヘッジ有効性評価の方法

  特例処理によっている金利スワップについては、有効

性の評価を省略しております。

４　取引に係るリスクの内容

金利スワップ及び金利キャップ取引における市場金

利の変動によるリスクは、投機的な取引を行っていな

いため、ほとんどないと認識しております。

４　取引に係るリスクの内容

金利スワップ取引における市場金利の変動によるリ

スクは、投機的な取引を行っていないため、ほとんどな

いと認識しております。

５　取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の開始に際しては、取締役会の決

議をもって実施することとしており、日常の管理体制

は経理規程、組織および職務権限規程ならびに資金運

用管理に関する内規を適用して実施しております。

５　取引に係るリスク管理体制

　　同左 

　

２　取引の時価に関する事項

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　デリバティブ取引については、全てヘッジ会計が適用さ

れているため、開示の対象から除いております。

　　　　　同左
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(退職給付関係)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として厚生年金基金制度および適

格退職年金制度を設けております。

１　採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として厚生年金基金制度および適

格退職年金制度を設けております。

・要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業

主制度に関する事項

(1)制度全体の積立状況に関する事項

　　当社グループのうち、提出会社は、日本工作機械関連工

業厚生年金基金の複数事業主制度の企業年金に加入し

ております。

　　直近の財政決算報告書（平成20年3月31日現在）にお

ける諸数値の合計は、以下のとおりであります。

　年金資産の額 　　　　　　　　　132,459百万円

　年金財政上の給付債務の額 　　　139,971

　差引額                         △7,512

（2）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合(平

成20年3月分掛金拠出額)

                                 0.70%

(3)補足説明

　上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過

去勤務債務残高34,122百万円及び剰余金26,110百万円

であります。本制度における過去勤務債務は期間20年

の元利均等償却する方法によっております。

   なお、上記(2)の割合は当社グループの実際差異の負

担割合とは一致いたしません。

２　退職給付債務およびその内訳(平成19年３月31日現

在)

(単位：千円)

①退職給付債務 △310,670

②年金資産 188,743

③未積立退職給付債務(①＋②) △121,926

④未認識数理計算上の差異 16,176

⑤貸借対照表計上額純額(③＋④) △105,750

⑥前払年金費用 ―

⑦退職給付引当金(⑤－⑥) △105,750

注）上記内訳には総合設立型の厚生年金基金である

「日本工作機械関連工業厚生年金基金」の年金資産

の額941,221千円(掛金拠出割合により算定)は含め

ておりません。

２　退職給付債務およびその内訳(平成20年３月31日現

在)

(単位：千円)

①退職給付債務 △353,252

②年金資産 183,542

③未積立退職給付債務(①＋②) △169,710

④未認識数理計算上の差異 53,762

⑤貸借対照表計上額純額(③＋④) △115,947

⑥前払年金費用 ─

⑦退職給付引当金(⑤－⑥) △115,947

３　退職給付費用の内訳(自平成18年４月１日　至平成19

年３月31日)

(単位：千円)

①勤務費用 29,578

②利息費用 5,958

③期待運用収益 △5,173

④数理計算上の差異の費用処理額 6,968

⑤退職給付費用(①＋②＋③＋④) 37,331

注）上記以外に「日本工作機械関連工業厚生年金基

金」に対する掛金拠出額45,041千円を費用処理し

ております。

３　退職給付費用の内訳(自平成19年４月１日　至平成20

年３月31日)

(単位：千円)

①勤務費用 31,396

②利息費用 6,213

③期待運用収益 △5,662

④数理計算上の差異の費用処理額 3,332

⑤退職給付費用(①＋②＋③＋④) 35,279

注）上記以外に「日本工作機械関連工業厚生年金基

金」に対する掛金拠出額46,861千円を費用処理し

ております。

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)
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４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項(平成19年

３月31日現在)

①割引率 2.0％

②期待運用収益率 3.0％

③退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

④数理計算上の差異の処理年数 10年

(各事業年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(10年)による定率法に

よりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理する

こととしております。)
　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項(平成20年

３月31日現在)

①割引率 2.0％

②期待運用収益率 3.0％

③退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

④数理計算上の差異の処理年数 10年

(各事業年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(10年)による定率法に

よりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理する

こととしております。)

（追加情報）

　当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基

準』の一部改正（その２）」（企業会計基準第14号

平成19年５月15日）を適用しております。
　

　

次へ

EDINET提出書類

株式会社ソディックプラステック(E01720)

有価証券報告書

 56/104



(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度（自　平成１８年４月１日　至平成１９年３月３１日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動

（１）ストック・オプションの内容

　会社名 　提出会社

　決議年月日 　平成13年６月15日

　付与対象者の区分及び人数（名） 　当社取締役 　６名

　当社執行役員 ６名

　当社従業員　 33名

　株式の種類及び付与数（株） 　普通株式　　520株

　付与日 　平成13年６月16日

　権利確定条件 １．権利行使時においても、権利を付与

された者は、当社の取締役または従業

員であることを要します。ただし、当社

の指示により関連会社の取締役、監査

役、顧問または従業員としての地位を

継続して保有する場合は権利を行使で

きます。

２．権利行使により取得できる株式の発

行価額の総額は年間10,000千円以下と

します。

３．その他の権利行使の条件については

定時株主総会決議および取締役会決議

に基づき当社と対象取締役および従業

員との間で締結する付与契約に定める

ものとします。

　対象勤務期間 　─

　権利行使期間 　平成15年７月１日～平成20年６月30日

　

　 （２）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　　①ストック・オプションの数

　会社名 　提出会社

　決議年月日 　平成13年６月15日

　権利確定前

　　期首（株） 　─

　　付与（株） 　─

　　失効（株） 　─

　　権利確定（株） 　─

　　未確定残（株） 　─

　権利確定後

　　期首（株） 　433株

　　権利確定（株） 　─

　　権利行使（株） 　─

　　失効（株） 　 10株

　　未行使残（株） 　423株

　　②単価情報

　会社名 　提出会社

　決議年月日 　平成13年６月15日

　権利行使価格（円） 　400,000

　行使時平均株価（円） 　─

　付与日における公正な評価単価（円） 　─

　行使時平均株価（円） 　─
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当連結会計年度（自　平成１９年４月１日　至平成２０年３月３１日）

　　 １．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

　　　　 販売費及び一般管理費　　　　　29,208千円 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（１）ストック・オプションの内容

　会社名 　提出会社

　決議年月日 　平成13年６月15日

　付与対象者の区分及び人数（名） 　当社取締役 　６名

　当社執行役員 ６名

　当社従業員　 33名

　株式の種類及び付与数（株） 　普通株式　　520株

　付与日 　平成13年６月16日

　権利確定条件 １．権利行使時においても、権利を付与

された者は、当社の取締役または従業

員であることを要します。ただし、当社

の指示により関連会社の取締役、監査

役、顧問または従業員としての地位を

継続して保有する場合は権利を行使で

きます。

２．権利行使により取得できる株式の発

行価額の総額は年間10,000千円以下と

します。

３．その他の権利行使の条件については

定時株主総会決議および取締役会決議

に基づき当社と対象取締役および従業

員との間で締結する付与契約に定める

ものとします。

　対象勤務期間 　─

　権利行使期間 　平成15年７月１日～平成20年６月30日

　

　会社名 　提出会社

　決議年月日 　平成19年６月27日

　付与対象者の区分及び人数（名） 　当社取締役 　９名

　当社監査役 　４名

　株式の種類及び付与数（株） 　普通株式　　210株

　付与日 　平成19年７月31日

　権利確定条件 １．平成19年７月31日以降、新株予約権

を付与された者が当社の役員および使

用人のいずれの地位をも喪失した場

合、新株予約権の行使可能期間を超え

ない範囲で、当該喪失日の翌日から３

年間に限り新株予約権を行使すること

ができる。但し、会社に損害を与えたこ

と等による解雇、解任その他による地

位の喪失の場合は、行使することはで

きない。

２．新株予約権者が権利行使期間内に死

亡した場合は、取締役会の承認を条件

として、新株予約権の行使可能期間を

超えない範囲で、相続人は新株予約権

者の死亡の翌日から３年間に限り新株

予約権を行使することができる。

３．新株予約権者が新株予約権の全部又

は一部を放棄した場合には、同放棄に

かかる新株予約権を行使することがで

きないものとする。 
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４．その他の条件は、当社と被付与者と

の間で締結する契約で定めるところに

よる。

　対象勤務期間 　─

　権利行使期間 　平成19年８月１日～平成29年７月31日

　

　会社名 　提出会社

　決議年月日 　平成19年６月27日

　付与対象者の区分及び人数（名） 　当社取締役 　９名

　当社監査役 　４名

　株式の種類及び付与数（株） 　普通株式　　219株

　付与日 　平成19年７月31日

　権利確定条件 １．平成19年７月31日以降、新株予約権

を付与された者が当社の役員および使

用人のいずれの地位をも喪失した場

合、新株予約権の行使可能期間を超え

ない範囲で、当該喪失日の翌日から３

年間に限り新株予約権を行使すること

ができる。但し、会社に損害を与えたこ

と等による解雇、解任その他による地

位の喪失の場合は、行使することはで

きない。

２．新株予約権者が権利行使期間内に死

亡した場合は、取締役会の承認を条件

として、新株予約権の行使可能期間を

超えない範囲で、相続人は新株予約権

者の死亡の翌日から３年間に限り新株

予約権を行使することができる。

３．新株予約権者が新株予約権の全部又

は一部を放棄した場合には、同放棄に

かかる新株予約権を行使することがで

きないものとする。 

４．その他の条件は、当社と被付与者と

の間で締結する契約で定めるところに

よる。

　対象勤務期間 　平成19年７月31日～平成20年７月31日

　権利行使期間 　平成20年８月１日～平成30年７月31日
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　 （２）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　　①ストック・オプションの数

　会社名 　提出会社 　提出会社 　提出会社

　決議年月日 　平成13年６月15日 　平成19年６月27日 　平成19年６月27日

　権利確定前

　　期首（株） 　─ 　─ 　─

　　付与（株） 　─ 　210 　219

　　失効（株） 　─ 　─ 　─

　　権利確定（株） 　─ 　210 　─

　　未確定残（株） 　─ 　─   219

　権利確定後

　　期首（株）  423株 　─ 　─

　　権利確定（株） 　─ 　210株 　─

　　権利行使（株） 　─ 　210株 　─

　　失効（株） 　18株 　─ 　─

　　未行使残（株）  405株 　─ 　─

　　②単価情報

　会社名 　提出会社 　提出会社 　提出会社

　決議年月日 　平成13年６月15日　平成19年６月27日　平成19年６月27日

　権利行使価格（円） 　400,000 　1 　1

　行使時平均株価（円） 　─ 　194,657 　─

　付与日における公正な
　評価単価（円）

　─ 　204,999 　200,060

　　　３．当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

　　　（１）使用した算定技法 

　　　　　　二項モデル 

　　　（２）使用した主な基礎数値及びその見積方法 

　　　　①株価変動性　　　67.163％ 

　　　　　年率、上場後の日次株価に基づき算定 

　　　　②予想配当　　 　 5,000円/株 

　　　　　平成19年３月期の配当実績による。 

　　　　③無リスク利子率　　　1.798％（残存期間10年） 

　　　　　　　　　　　　　　　1.871％（残存期間11年） 

　　　　　付与日から権利行使期間の最終日までの期間に対応する残存期間の国債の利回り 

　　  ４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

　　　　　基本的には、将来の執行数の合理的な見積もりは困難であるため、実績の失効数のみ反映

　　　　させる方法を採用している。
　
前へ　　　次へ
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(税効果会計関係)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
　(1) 流動資産

繰延税金資産

　たな卸資産評価損 64,101千円

　未払費用 83,053千円

　事業税 14,575千円

　その他 1,458千円

　 小計 163,189千円

　評価性引当額 △17,458千円

　　繰延税金資産(流動)合計 145,731千円

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
　(1) 流動資産

繰延税金資産

　たな卸資産評価損 78,847千円

　未払費用 59,858千円

　事業税 7,225千円

　その他 478千円

　 小計 146,409千円

　評価性引当額 ─千円

　　繰延税金資産(流動)合計 146,409千円

　(2) 固定資産

繰延税金資産

　退職給付引当金 42,934千円

　一括償却資産 3,431千円

　役員退職慰労引当金 32,402千円

　貸倒引当金 11,591千円

　関係会社株式等評価損 18,258千円

  未実現利益 2,125千円

　繰越欠損金 24,187千円

　その他 △139千円

　　小計 134,791千円

　評価性引当額 △74,053千円

　　繰延税金資産(固定)合計 60,737千円

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 2,009千円

　　繰延税金負債（固定）合計 2,009千円

繰延税金資産の純額（固定） 58,728千円
　

　(2) 固定資産

繰延税金資産

　退職給付引当金 47,074千円

　一括償却資産 2,413千円

　長期未払金 29,553千円

　貸倒引当金 16,663千円

　関係会社株式等評価損 27,214千円

　未実現利益 1,689千円

　繰越欠損金 32,961千円

　その他有価証券評価差額金 664千円

　その他 13,205千円

　　小計 171,440千円

　評価性引当額 △95,317千円

　　繰延税金資産(固定)合計 76,123千円
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6%

（調整）

交際費等永久に損金に算入
されない項目

4.0%

住民税均等割 2.0%

評価性引当額の増加額 14.2%

法人税等の特別控除税額 △8.2%

その他 0.4%

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

53.0%

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6%

（調整）

交際費等永久に損金に算入
されない項目

6.8%

住民税均等割 2.3%

評価性引当額の増減額 △3.1%

法人税等の特別控除税額 △6.9%

その他 △2.2%

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

37.5%
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

射出成形機
関連事業

特機関連事業 計 消去又は全社 連結

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高
　(1) 外部顧客に対する売上
　　　高

10,809,5132,953,04413,762,558 ─ 13,762,558

　(2) セグメント間の内部
― ― ― ― ―

　　　売上高又は振替高

計 10,809,5132,953,04413,762,558 ─ 13,762,558

　　営業費用 9,850,6442,821,76912,672,413530,71013,203,123

　　営業利益 958,869 131,2751,090,144（530,710)559,434

Ⅱ　資産、減価償却費及び

　　資本的支出

　　資産 9,955,5531,564,83411,520,3882,292,91713,813,305

　　減価償却費 256,211 18,672 274,884 36,939 311,824

　　資本的支出 710,362 33,872 744,234 ─ 744,234

　

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な製品

　(１) 射出成形機関連事業 …… 射出成形機等

　(２) 特機関連事業 …………… 精密ステージ等

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（530,710千円）の主なものは、親会社本社の

総務部門等管理部門に係る費用であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（2,292,917千円）の主なものは、親会社での余資運用資金

（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

射出成形機
関連事業

特機関連事業 計 消去又は全社 連結

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高
  (1) 外部顧客に対する売上
　　　高

12,002,8961,957,57613,960,473 ― 13,960,473

  (2) セグメント間の内部
― ― ― ― ―

      売上高又は振替高

計 12,002,8961,957,57613,960,473 ― 13,960,473

　　営業費用 10,953,2991,909,09712,862,397614,40613,476,803

　　営業利益 1,049,59748,4781,098,075（614,406)483,669

Ⅱ　資産、減価償却費及び

　　資本的支出

　　資産 11,447,7531,741,15413,188,9071,564,02014,752,928

　　減価償却費 391,532 18,447 409,979 23,072 433,051

　　資本的支出 940,613 18,613 959,227 34,576 993,803

　

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な製品

　(１) 射出成形機関連事業 …… 射出成形機等

　(２) 特機関連事業 …………… 精密ステージ等

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（614,406千円）の主なものは、親会社本社の

総務部門等管理部門に係る費用であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（1,564,020千円）の主なものは、親会社での余資運用資金

（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。

５　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４　会計処理基準に関する事項　（２）重要な減価償却資

産の減価償却の方法（会計方針の変更）」に記載の通り、法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する

法律　平成19年３月30日　法律第６号）及び（法人税法施行令の一部を改正する政令　平成19年３月30日　政令

第83号））に伴い、平成19年４月１日以降に取得した減価償却資産については、改正後の法人税法に基づく減

価償却方法を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度における

「射出成形機関連事業」の営業費用は11,845千円増加し、営業利益が同額減少しております。また「特機関連

事業」の営業費用は33千円増加し、営業利益が同額減少しております。

 

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が、いず

れも90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が、いず

れも90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。
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【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

北・南米地域 アジア地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 350,0244,652,9045,002,929

Ⅱ　連結売上高（千円） ─ ─ 13,762,558

Ⅲ　連結売上高に占める海外
　　売上高の割合(％)

2.5 33.8 36.3

注） １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　（１）北・南米地域 ……………アメリカ、メキシコ

　（２）アジア地域 ……………　中国、台湾、香港、韓国、タイ、シンガポール

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

北・南米地域 アジア地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 568,9345,211,6895,780,624

Ⅱ　連結売上高（千円） ─ ─ 13,960,473

Ⅲ　連結売上高に占める海外
　　売上高の割合(％)

4.1 37.3 41.4

注） １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　（１）北・南米地域 ……………アメリカ、メキシコ

　（２）アジア地域 ……………　中国、台湾、香港、韓国、タイ、シンガポール

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

(1) 親会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
被所有割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員の
兼任等

事業上
の関係

親会社
株式会社
ソディッ
ク

横浜市
都筑区

20,775,756
放電加工機
製造業

56.4 
(16.7)

兼任
１人

同社製品
の購入

原材料の
購入

465,615

支払手形 147,436

買掛金 96,936

(注) １　取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針

　　原材料の購入は、市場価格を参考に決定しております。

３　議決権の所有割合の(　)内は間接所有割合で内数であります。

　

(2) 子会社等

属性
会社等
の名称

住所
資本金
(US千
ドル)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有割合
(％)

関係内容
取引
の内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員の
兼任等

事業上
の関係

関連会社
Plustech
Inc.

米国
イリノイ州

800

射出成形機
の販売及び
メンテナン
ス

49.0 ―
製品等の
販売

債務保証
（注）

70,830 ― ―

（注）債務保証は、運転資金としてのYamazen Inc. からの借入金に対する保証であります。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

(1) 親会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
被所有割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員の
兼任等

事業上
の関係

親会社
株式会社
ソディッ
ク

横浜市
都筑区

20,775,756
放電加工機
製造業

55.7 
(12.1)

兼任
１人

同社製品
の購入

原材料の
購入

203,676

支払手形 28,526

買掛金 140,038

(注) １　取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針

　　原材料の購入は、市場価格を参考に決定しております。

３　議決権の所有割合の(　)内は間接所有割合で内数であります。

　

(2) 子会社等

属性
会社等
の名称

住所 資本金
事業の内容
又は職業

議決権等の
所有割合
(％)

関係内容
取引
の内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員の
兼任等

事業上
の関係

関連
会社

Plustech
 Inc.

米国
イリノイ
州

800
US千米
ドル

射出成形機の
販売及びメン
テナンス

49.0 ―
製品等の
販売

債務保証
 

70,133 ― ―

関連
会社

株式会社
片山製作所

岐阜県
可児市

200,000
千円

金型の製造及
び産業用機械
器具の製造等

29.4
兼任
１人

同社製品
の購入等

機械装置
の賃貸

24,580未収入金 3,612

（注）１　取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針

   (１) 債務保証は、運転資金としてのYamazen Inc. からの借入金に対する保証であります。

　 (２) 機械装置の賃貸は、近隣の取引実勢に基づいて交渉により所定金額を決定しております。
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(企業結合等関係)

　 　該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 237,628.22円１株当たり純資産額 249,175.79円

１株当たり当期純利益 13,981.17円１株当たり当期純利益 16,685.98円

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益       　　       16,465.98円

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 3,920,388 4,185,244

普通株式に係る純資産額(千円) 3,872,864 4,112,397

差額の主な内訳（千円）

　少数株主持分 47,523 43,638

　新株予約権 ― 29,208

普通株式の発行済株式数（株） 16,304 16,514

普通株式の自己株式数（株） 5 9

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（株）

16,298 16,504

　

　

２　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益(千円) 227,879 273,499

普通株式に係る当期純利益(千円) 227,879 273,499

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ―

普通株式の期中平均株式数（株） 16,299 16,391

潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定に用
いられた普通株式増加数の主要な内訳（株）

新株予約権 ― 219

普通株式増加数（株） ― 219

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当
たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式
の概要

旧商法第280条ノ19の規
定に基づく　新株引受権1
種類（普通株式423株）

旧商法第280条ノ19の規
定に基づく　新株引受権1
種類（普通株式405株）

　

(重要な後発事象)

　　　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,047,6441,085,612 2.0 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 811,868 891,140 2.1 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

2,135,1941,856,786 2.1
平成21年8月
～平成26年9月

その他の有利子負債

 割賦未払金（１年以内返済） 134,127 125,378 ― ―

 割賦未払金（１年超返済） 237,381 160,118 ―
平成22年2月
～平成25年1月

計 4,366,2154,119,036 ― ―

(注) １　平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

あります。

３  その他有利子負債「割賦未払金」は、貸借対照表ではそれぞれ、１年以内返済は流動負債「未払金」、１年超

返済は固定負債「長期未払金」に含まれております。

 

１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 1,115,440 545,588 173,611 8,218

割賦未払金 64,547 49,232 38,034 8,304

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(%)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 ※1 2,050,032 1,278,978

　２　受取手形 ※5 1,670,640 1,851,493

　３　売掛金 3,288,007 3,739,891

　４　製品 518,388 500,822

　５　原材料 985,614 1,190,644

　６　仕掛品 838,337 1,173,377

　７　関係会社短期貸付金 13,680 ─

　８　前渡金 1,464 9,576

　９　前払費用 22,005 23,073

　10　繰延税金資産 145,731 146,409

　11　未収入金 115,057 157,062

　12　未収消費税等 ─ 84,093

　13　その他 6,151 2,975

　　　貸倒引当金 △677 △ 1,177

　　　流動資産合計 9,654,43371.2 10,157,22070.1

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物 ※1 1,768,667 2,294,967

　　　　減価償却累計額 514,6101,254,057 634,2421,660,725

　　(2) 構築物 74,878 109,589

　　　　減価償却累計額 31,356 43,522 45,872 63,717

　　(3) 機械装置 1,340,630 1,707,581

　　　　減価償却累計額 526,720813,910 729,742977,838

　　(4) 車両運搬具 13,548 17,108

　　　　減価償却累計額 7,303 6,244 11,992 5,115

　　(5) 工具器具備品 175,307 209,656

　　　　減価償却累計額 107,32267,984 155,14154,514

　　(6) 土地 ※1 1,161,118 1,161,118

　　(7) 建設仮勘定 179,910 ─

　　　　有形固定資産合計 3,526,74726.0 3,923,02827.1

　２　無形固定資産

　　(1) ソフトウェア 7,070 9,082

　　(2) その他 736 736

　　　　無形固定資産合計 7,8070.0 9,8190.1
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　　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(%)

金額（千円）
構成比
(％)

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 13,559 9,509

　　(2) 関係会社株式 162,744 170,794

　　(3) 関係会社出資金 58,420 58,420

　　(4) 関係会社長期貸付金 ─ 12,700

　　(5) 破産更生債権等 28,668 28,461

　　(6) 長期前払費用 4,241 ─

　　(7) 繰延税金資産 56,603 74,433

　　(8) その他 80,237 85,634

　　　　貸倒引当金 △28,668 △ 41,162

　　　　投資その他の資産合計 375,8062.8 398,7922.7

　　　　固定資産合計 3,910,36128.8 4,331,64029.9

　　　　資産合計 13,564,794100.0 14,488,861100.0
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　　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(%)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形 ※3,5 3,398,066 4,037,384

　２　営業外支払手形 157,791 2,918

　３　買掛金 ※３ 1,006,471 1,600,504

　４　短期借入金 ※２ 1,000,000 1,000,000

　５ 一年以内返済予定の
　　　長期借入金

※１ 788,046 860,092

　６　未払金 308,831 312,432

　７　未払費用 213,373 170,943

　８　未払法人税等 157,534 66,218

　９　前受金 114,365 167,749

　10　預り金 9,200 11,375

　11　未払消費税等 18,881 ─

　　　流動負債合計 7,172,56252.9 8,229,61856.8

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 ※１ 2,057,773 1,758,617

　２　長期未払金 237,381 232,910

　３　退職給付引当金 105,750 115,947

　４　役員退職慰労引当金 79,349 ―

　　　固定負債合計 2,480,25418.3 2,107,47514.5

　　　負債合計 9,652,81671.2 10,337,09371.3

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 2,171,04516.0 2,192,57015.1

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 596,025 617,550

　　　資本剰余金合計 596,0254.4 617,5504.3

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 6,170 6,170

　　(2) その他利益剰余金

　　　　繰越利益剰余金 1,135,798 1,307,240

　　　利益剰余金合計 1,141,9688.4 1,313,4109.1

　　　株主資本合計 3,909,03828.8 4,123,53028.5

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

2,939 △ 972

　　　評価・換算差額等合計 2,9390.0 △ 972△0.0

Ⅲ　新株予約権 ─ 29,2080.2

　　　純資産合計 3,911,97828.8 4,151,76728.7

　　　負債純資産合計 13,564,794100.0 14,488,861100.0
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② 【損益計算書】

前事業年度
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 13,665,810100.0 13,709,620100.0

Ⅱ　売上原価

　１　期首製品たな卸高 488,333 518,388

　２　当期製品製造原価 ※２ 11,080,507 10,950,310

　　　合計 11,568,841 11,468,698

　３　期末製品たな卸高 518,38811,050,45380.9 500,82210,967,87680.0

　　　売上総利益 2,615,35719.1 2,741,74420.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　運賃荷造費 163,986 173,203

　２　広告宣伝費 57,554 59,758

　３　販売手数料 365,187 366,701

　４　サービス費 43,624 114,535

　５　役員報酬 178,400 142,128

　６　給料手当 453,849 490,267

　７　賞与 113,941 104,724

　８　役員退職慰労引当金
　　　繰入額

3,740 ─

　９　法定福利費 61,255 62,661

　10　福利厚生費 18,321 14,174

　11　退職給付費用 38,379 36,719

　12　旅費交通費 127,160 124,082

　13　交際費 22,278 21,646

　14　消耗品費 32,794 28,355

　15　通信費 17,970 18,375

　16　賃借料 81,037 107,700

　17　支払手数料 92,626 158,199

　18　貸倒引当金繰入額 ─ 1,067

　19　減価償却費 32,533 55,744

　20　その他 ※２ 146,3892,051,03215.0 186,7912,266,83816.5

　　　営業利益 564,3254.1 474,9053.5
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　　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
（％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 620 705

　２　受取配当金 9,289 1,124

　３　受取手数料 ※１ 32,460 24,580

　４　賃貸料収入 10,112 10,675

　５　雑収入 27,582 80,0640.6 22,834 59,9200.4

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 57,102 76,768

　２　社債利息 858 ─

　３　賃貸用固定資産諸費用 28,522 23,411

　４　為替差損 1,540 3,414

　５　貸倒引当金繰入額 ― 12,493

　６　雑損失 15,067103,0910.7 406 116,4940.9

　　　経常利益 541,2984.0 418,3313.0

Ⅵ　特別利益

　１　貸倒引当金戻入 5,290 ─

　２　固定資産売却益 ※３ 9,068 14,3580.1 ─ ─ ―

Ⅶ　特別損失

　１　たな卸資産廃棄損 15,756 ─

　２　関係会社株式評価損 43,014 ─

　３　固定資産除却損 ※４ ─ 276

　４　貸倒損失 ─ 58,7710.5 2,452 2,7290.0

　　　税引前当期純利益 496,8853.6 415,6023.0

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

244,000 178,000

　　　法人税等調整額 7,682 251,6821.8 △ 15,834162,1651.2

　　　当期純利益 245,2031.8 253,4371.8

　

EDINET提出書類

株式会社ソディックプラステック(E01720)

有価証券報告書

 73/104



製造原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 8,628,21278.5 8,692,11276.8

他勘定振替高 ※２ 132,313 1.2 36,053 0.3

Ⅱ　労務費 708,327 6.4 757,017 6.7

Ⅲ　経費 1,796,58916.3 1,899,95716.8

(減価償却費) （222,840) (307,318)

(外注加工費) (603,130) (650,371)

(その他経費) （970,618) (942,267)

当期総製造費用 11,000,815100.0 11,313,034100.0

期首仕掛品たな卸高 974,642 838,337

合計 11,975,458 12,151,371

期末仕掛品たな卸高 838,337 1,173,377

他勘定振替高 ※１ 56,613 27,684

当期製品製造原価 11,080,507 10,950,310

　

(注)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　他勘定振替高内訳

研究開発費 5,156千円

サービス費 21,953千円

機械装置 29,502千円

※１　他勘定振替高内訳

サービス費 8,331千円

研究開発費 19,352千円

※２　他勘定振替高内訳

研究開発費 29,946千円

サービス費 102,367千円

※２　他勘定振替高内訳

研究開発費 11,020千円

サービス費 25,032千円

　

原価計算の方法

当社の原価計算の方法は、個別原価計算を採用しております。期中においては、加工費について予定原価を採

用し、中間会計期間末及び事業年度末において、実際原価との差額を期末たな卸高と売上原価に配賦しておりま

す。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 2,171,045 596,025 596,025

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 (注）

　当期純利益

　役員賞与 (注）

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) ─ ─ ─

平成19年３月31日残高(千円) 2,171,045 596,025 596,025

　

株主資本

利益剰余金

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 6,170 994,1141,000,2853,767,355

事業年度中の変動額

　剰余金の配当　（注） △ 81,520△ 81,520△ 81,520

　当期純利益 245,203 245,203 245,203

　役員賞与 (注） △ 22,000△ 22,000△ 22,000

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) ─ 141,683 141,683 141,683

平成19年３月31日残高(千円) 6,170 1,135,7981,141,9683,909,038

　

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 3,948 3,948 3,771,303

事業年度中の変動額

　剰余金の配当　（注） △81,520

　当期純利益 245,203

　役員賞与　（注） △22,000

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)
△1,008 △1,008 △1,008

事業年度中の変動額合計(千円) △1,008 △1,008 140,674

平成19年３月31日残高(千円) 2,939 2,939 3,911,978

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目が含まれております。
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(千円) 2,171,045 596,025 596,025

事業年度中の変動額

  新株の発行（ストックオプションの行使） 21,525 21,525 21,525

　剰余金の配当 

　当期純利益

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) 21,525 21,525 21,525

平成20年３月31日残高(千円) 2,192,570 617,550 617,550

　

株主資本

利益剰余金

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 6,170 1,135,7981,141,9683,909,038

事業年度中の変動額

  新株の発行（ストックオプションの行使） 43,050

　剰余金の配当 △ 81,995△ 81,995△ 81,995

　当期純利益 253,437 253,437 253,437

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) ― 171,442 171,442 214,492

平成20年３月31日残高(千円) 6,170 1,307,2401,313,4104,123,530

　

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) 2,939 2,939 ― 3,911,978

事業年度中の変動額

　新株の発行（ストックオプションの行使） 43,050

　剰余金の配当 △ 81,995

　当期純利益 253,437

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)
△ 3,911 △ 3,911 29,208 25,297

事業年度中の変動額合計(千円) △ 3,911 △ 3,911 29,208 239,789

平成20年３月31日残高(千円) △ 972 △ 972 29,2084,151,767

　

次へ
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重要な会計方針

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法によってお

ります。

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

　時価のあるもの

　　期末日の市場価格等に基づく時価法

によっております。(評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)

その他有価証券

　時価のあるもの

　　　　　　　 同左

　時価のないもの

　　移動平均法による原価法によってお

ります。

　時価のないもの

同左

２　デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

　時価法

デリバティブ

同左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

製品、仕掛品

　個別法による原価法を採用しており

ます。

製品、仕掛品

同左

原材料

　先入先出法による原価法を採用して

おります。

原材料

同左

４　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　　定率法を採用しております。

　　ただし、建物(建物付属設備を除く)

については、定額法を採用しており

ます。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

　建物　　　　　　　　　20～50年

　構築物　　　　　　　　２～42年

　機械装置　　　　　　　２～12年

(1) 有形固定資産　　

　　建物（建物附属設備を除く）

　　①平成19年３月31日以前に取得し　

　　　たもの

　　　旧定額法によっております。

　　②平成19年４月１日以降に取得し　

      たもの

　　　定額法によっております。

　　建物以外

　　①平成19年３月31日以前に取得し

　　　たもの

　　　旧定率法によっております。

　　②平成19年４月１日以降に取得し　　

　　　たもの

　　　定率法によっております。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

　　建物　　　　　　　　　20～50年

　　構築物　　　　　　　　２～42年

　　機械装置　　　　　　　２～12年

（会計方針の変更）

　法人税法の改正（（所得税法等の一

部を改正する法律　平成19年３月30日　

法律第６号）及び（法人税法施行令の

一部を改正する政令　平成19年３月30

日　政令第83号））に伴い、当事業年度

から、平成19年４月１日以降に取得し

たものについては、改正後の法人税法

に基づく方法に変更しております。

項目

前事業年度

(自　平成18年４月１日

　至　平成19年３月31日)

当事業年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)
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　この結果、従来の方法によった場合に

比べて、売上総利益が8,610千円、営業

利益が11,878千円、経常利益が11,878

千円、税引前当期純利益が11,878千円、

当期純利益が7,055千円それぞれ減少

しております。

（追加情報）　

　当事業年度から、平成19年３月31日以

前に取得したものについては、償却可

能限度額まで償却が終了した翌年から

５年間で均等償却する方法によってお

ります。

　当該変更に伴う損益に与える影響は、

軽微であります。

 

(2) 無形固定資産

　　定額法によっております。

　　５年を限度とする見込利用可能期間

で定額法により償却する方法を採用

しております。

(2) 無形固定資産

同左

５　外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　　外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物等為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しており

ます。

同左

６　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

　

(1) 貸倒引当金

　　　　　　　　同左 

 

 

(2) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当事業年度

末において発生していると認められる

額を計上しております。

　また、数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数による定率

法(10年)により、それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することとしてお

ります。

(2) 退職給付引当金

　　　　　　　　同左
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項目

前事業年度

(自　平成18年４月１日

　至　平成19年３月31日)

当事業年度

(自　平成19年４月１日

 至　平成20年３月31日)

(3) 役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金の支出に備えるため、

役員退職慰労金規程に基づく期末要支

給額を計上しております。

　なお、平成18年６月に役員報酬制度を

改正しており、平成18年７月以降対応

分については役員退職慰労金の繰入れ

を行なっておりません。

(3) 役員退職慰労引当金

(会計方針の変更）　　

　当事業年度から財務諸表提出会社

における、平成18年６月29日の第14回

定時株主総会等で決議された取締役及

び監査役の役員退職慰労金制度廃止に

伴う打ち切り支給見込み額について、

固定負債の長期未払金に計上しており

ます。

　この変更は、監査第一委員会報告

　第42号「租税特別措置法上の準備金

及び特別法上の引当金又は準備金に関

する監査上の取り扱い」が平成19年４

月13日に改正されたことによるもので

あります。

　これにより、固定負債の長期未払金が

72,791千円増加しておりますが、固定

負債合計に与える影響はありません。

７　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

８　ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法

　金利スワップ及び金利キャップにつ

いて特例処理の要件を満たしておりま

すので、特例処理を採用しております。

　　

(1)ヘッジ会計の方法

　金利スワップについて特例処理の要

件を満たしておりますので、特例処理

を採用しております。

　　

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　①　ヘッジ手段…金利スワップ及

　　　　　　　　　び金利キャップ

　②　ヘッジ対象…借入金の利息

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

　①　ヘッジ手段…金利スワップ

　②　ヘッジ対象…借入金の利息

(3) ヘッジ方針 

　当社は、財務上のリスク管理対策の一

環として、デリバティブ取引を行って

おります。借入金の金利変動リスク軽

減のために金利スワップ及び金利

キャップ取引を行うものとしておりま

す。

(3) ヘッジ方針 

　当社は、財務上のリスク管理対策の一

環として、デリバティブ取引を行って

おります。借入金の金利変動リスク軽

減のために金利スワップ取引を行うも

のとしております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

　特例処理によっている金利スワップ

及び金利キャップについては、有効性

の評価を省略しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

　特例処理によっている金利スワップ

については、有効性の評価を省略して

おります。

９　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

　　　　　　　　同左
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会計処理の変更

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

　当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日 

企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委

員会　平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。

　なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

3,911,978千円であります。

　財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財務

諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しておりま

す。

　　　　　　　――――――――――――

EDINET提出書類

株式会社ソディックプラステック(E01720)

有価証券報告書

 80/104



表示方法の変更

　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

―――――― (貸借対照表)

財務諸表等規則の改正により、前事業年度は「破産債

権、再生債権、更正債権その他これらに準ずる債権」とし

て表示しておりましたものを、当事業年度においては

「破産更生債権等」として表示しております。

 追加情報

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

―――――― （ストック・オプション等に関する会計基準等）

　　当事業年度から「ストック・オプション等に関する会

計基準」（企業会計基準第８号　平成17年12月27　日）及

び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第11号 改正平成18年５月

31日）を適用しております。

　これによる損益に与える影響は29,208千円であります。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

※１　担保資産　借入金の担保に供されている資産(簿価)

は次のとおりであります。

建物 1,247,748千円

定期預金 30,000千円

土地 1,135,298千円

　合計 2,413,046千円

※１　担保資産　借入金の担保に供されている資産(簿価)

は次のとおりであります。

建物 1,650,864千円

定期預金 30,000千円

土地 1,135,298千円

　合計 2,816,162千円

　　　対応債務

一年以内返済予定の長期借入金 676,446千円

長期借入金 1,482,573千円

　合計 2,159,019千円

(根抵当権の極度額) 1,500,000千円

　　　対応債務

一年以内返済予定の長期借入金 724,952千円

長期借入金 1,258,617千円

　合計 1,983,569千円

(根抵当権の極度額) 1,500,000千円

※２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行5行と当座貸越契約を締結しております。

当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金

未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越限度額の総額 1,500,000千円

借入実行残高 1,000,000千円

差引額 500,000千円

※２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行5行と当座貸越契約を締結しております。

当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金

未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越限度額の総額 1,500,000千円

借入実行残高 1,000,000千円

差引額 500,000千円

※３　関係会社に対する資産及び負債

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているも

のは、次のとおりであります。

支払手形 222,704千円

買掛金 127,035千円

※３　関係会社に対する資産及び負債

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているも

のは、次のとおりであります。

支払手形 127,664千円

買掛金 153,805千円

　４　偶発債務

　　　債務保証

　　　下記の会社の金融機関等からの借入に対する保証

　　　　Advanced Plastic Manufacturing Inc.
　　　　94,440千円　（800千米ドル）
　　　　Plustech Inc.
　　　　70,830千円　（600千米ドル）

　４　偶発債務

　　　債務保証

　　　下記の会社の金融機関等からの借入に対する保証

　　　　Advanced Plastic Manufacturing Inc.
　　　　　　　106,602千円　（1,064千米ドル）
　　　　Plustech Inc.
　　　　　　 　70,133千円　  （700千米ドル）

※５　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。なお、当期末日が

金融機関の休日であったため、次の期末日満期手

形が、期末残高に含まれております。

受取手形 183,306千円

支払手形 364,472千円

※５　　──────────
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

受取手数料 32,460千円

　

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

受取手数料 24,580千円

　

※２　研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用に
含まれる研究開発費

486,092千円

　

※２　研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用に
含まれる研究開発費

393,980千円

　

※３　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

機械装置 9,068千円

※３　　　――――――――――

　

※４　―――――――――― ※４　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物 　　 　　　　　　　　227千円 

工具器具備品　　　　　　　 49千円 

合計　　　　　　　　　　　276千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　自己株式に関する事項

該当事項はありません。
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

　れるもの以外のファイナンス・リース取引

（１）　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、期末残高相当額

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

　れるもの以外のファイナンス・リース取引

（１）　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、期末残高相当額

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額相
当額
(千円)

期末残高
相当額
（千円）

機械装置 5,6314,880 750

車両運搬具 13,9985,166 8,832

合計 19,62910,046 9,583

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額相
当額
(千円)

期末残高
相当額
（千円）

車両運搬具 17,4238,479 8,944

工具器具備
品

32,1574,167 27,989

合計 49,58012,64736,933

（２）　未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 3,604千円

１年超 6,173千円

　合計 9,778千円

リース資産減損勘定の残高 ─　千円

（２）　未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 9,633千円

１年超 27,586千円

　合計 37,219千円

リース資産減損勘定の残高 ─　千円

（３）　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額

支払リース料 23,940千円

リース資産減損勘定の取崩額 12,687千円

減価償却費相当額 21,651千円

支払利息相当額 658千円

（３）　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額

支払リース料 8,698千円

リース資産減損勘定の取崩額 ― 千円

減価償却費相当額 8,232千円

支払利息相当額 556千円

（４）　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額をリース契約上

に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額、

それ以外のものは零とする定額法によっておりま

す。

（４）　減価償却費相当額の算定方法

同左

（５）　利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については利

息法によっております。

 

２　オペレーティング・リース取引 
　　
　　―――――――――

（５）　利息相当額の算定方法

　　　　　　　　　　　 同左

（減損損失について）

　　リース資産に配分された減損損失はありません。

２　オペレーティング・リース取引

１年内 2,427千円

１年超 3,710千円

　合計 6,138千円

　

次へ
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(有価証券関係)

前事業年度(平成19年３月31日現在)

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

当事業年度(平成20年３月31日現在)

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

　(1) 流動資産

繰延税金資産

　たな卸資産評価損 64,101千円

　未払費用 83,053千円

　事業税 14,575千円

　その他 1,458千円

　 小計 163,189千円

　評価性引当額 △17,458千円

　　繰延税金資産(流動)合計 145,731千円

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

　(1) 流動資産

繰延税金資産

　たな卸資産評価損 78,847千円

　未払費用 59,858千円

　事業税 7,225千円

　その他 478千円

　 小計 146,409千円

　評価性引当額 ─千円

　　繰延税金資産(流動)合計 146,409千円

　(2) 固定資産

繰延税金資産

　退職給付引当金 42,934千円

　一括償却資産 3,431千円

　役員退職慰労引当金 32,402千円

　貸倒引当金 11,591千円

　関係会社株式等評価損 18,258千円

　その他 △139千円

　　小計 108,478千円

　評価性引当額 △49,866千円

　　繰延税金資産(固定)合計 58,612千円

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 2,009千円

　　繰延税金負債（固定）合計 2,009千円

繰延税金資産の純額（固定） 56,603千円
　

　(2) 固定資産

繰延税金資産

　退職給付引当金 47,074千円

　一括償却資産 2,413千円

　長期未払金 29,553千円

　貸倒引当金 16,663千円

　関係会社株式等評価損 27,214千円

　その他有価証券評価差額金 664千円

　その他 13,205千円

　　小計 136,789千円

　評価性引当額 △62,356千円

　　繰延税金資産(固定)合計 74,433千円
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6%

（調整）

交際費等永久に損金に算入
されない項目

3.8%

住民税均等割 1.9%

評価性引当額の増加額 13.6%

法人税等の特別控除税額 △7.8%

その他 △1.4%

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

50.7%

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6%

（調整）

交際費等永久に損金に算入
されない項目

7.2%

住民税均等割 2.4%

評価性引当額の増減額 △3.3%

法人税等の特別控除税額 △7.2%

その他 △0.7%

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

39.0%
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(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 239,939.78円１株当たり純資産額 249,640.22円

１株当たり当期純利益 15,039.46円１株当たり当期純利益 15,454.43円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益　 　　　　　　　　15,250.76円　　　

 

(注) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

　

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益（千円） 245,203 253,437

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 245,203 253,437

普通株式の期中平均株式数（株） 16,304 16,399

潜在株式調整後1株当たり当期純利

益の算定に用いられた普通株式増加

数の主要な内訳（株）

新株予約権 ― 219

普通株式増加数（株） ― 219

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後1株当たり当期純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要

旧商法第280条ノ19の規定に

　基づく新株引受権1種類

　(普通株式 423株)

旧商法第280条ノ19の規定に

　基づく新株引受権1種類

　(普通株式 405株)

　

(重要な後発事象)

　　　該当事項はありません。

　

前へ
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

投資有価証券 その他有価証券

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(千円)

㈱ほくほくフィナンシャルグループ 13,000 3,900

㈱山善 8,461 2,919

 ユアサ商事㈱ 19,927 2,690

計 41,388 9,509

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

　建物 1,768,667526,852 5522,294,967634,242119,9561,660,725

　構築物 74,87834,711 ― 109,58945,87214,51663,717

　機械装置 1,340,630366,950 ― 1,707,581729,742203,022977,838

　車両運搬具 13,5483,560 ― 17,10811,9924,689 5,115

　工具器具備品 175,30734,938 589 209,656155,14148,35954,514

　土地 1,161,118― ― 1,161,118― ― 1,161,118

　建設仮勘定 179,910365,113545,023 ― ― ― ―

有形固定資産計 4,714,0591,332,126546,1645,500,0211,576,992390,5443,923,028

無形固定資産

　ソフトウェア 13,2094,601 ― 17,8108,727 2,589 9,082

　その他 736 ― ― 736 ― ― 736

無形固定資産計 13,9454,601 ― 18,5468,727 2,589 9,819

長期前払費用 4,241 ― 4,241 ― ― ― ―

(注)　１　当期増加額のうち主なものは次のとおりです。

建物
第８工場　新設 483,895千円

第１０工場　新設 29,240千円

機械装置 門型マシニングセンター等　６台 286,160千円

　
　　　　２　建物仮勘定の当期減少額の主なものは上記の建物への振替によるものです。
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 29,346 14,858 567 1,297 42,339

役員退職慰労引当金 79,349 ― 6,557 72,791 ―

(注)　１　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、洗替額であります。

 ２　役員退職慰労引当金の「当期減少額（その他）」は、役員退職慰労金制度の廃止に伴う取崩であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ　現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 2,621

預金

当座預金 1,209,474

普通預金 36,255

定期預金 30,000

別段預金 626

小計 1,276,356

合計 1,278,978

　

ロ　受取手形

相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

株式会社山善 838,824

株式会社兼松KGK 268,241

菱和電気株式会社 102,003

ジェイ・エス・ジャパン株式会社 86,737

コニカミノルタオプト㈱ 82,788

その他 472,898

合計 1,851,493
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期日別内訳

　

期日 金額(千円)

平成20年４月満期 553,314

　　　　５月満期 401,312

　　　　６月満期 497,961

　　　　７月満期 225,875

　　　　８月満期 159,359

　　　　９月満期 13,671

合計 1,851,493

　

ハ　売掛金

相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

株式会社日立ハイテクノロジーズ 767,850

株式会社山善 423,082

株式会社ブイ・テクノロジー 292,176

株式会社兼松KGK 216,196

赤澤機械株式会社 164,821

その他 1,875,762

合計 3,739,891

　

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　

前期繰越高(千円)

(Ａ)

当期発生高(千円)

(Ｂ)

当期回収高(千円)

(Ｃ)

次期繰越高(千円)

(Ｄ)

回収率(％)
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

3,288,00714,246,86213,794,9783,739,891 78.7 90.3

(注)　当期発生高には消費税等が含まれております。
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　 ニ　製品
　

品目 金額(千円)

射出成形機 500,822

合計 500,822

　

ホ　原材料
　

品目 金額(千円)

素材 143,019

買入部品 194,809

加工部品 852,815

合計 1,190,644

　

ヘ　仕掛品
　

品目 金額(千円)

射出成形機 453,057

射出成形機用電源 188,719

部品 531,600

合計 1,173,377

(注)　仕掛品の品目計上基準は、期末日におけるたな卸の実施区分に準拠しております。
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②　流動負債

イ　支払手形

相手先別内訳
　

相手先 金額(千円)

株式会社北陸油研 407,968

株式会社北越 276,367

株式会社モーショントラスト 263,415

株式会社安川メカトレック 215,817

轟産業株式会社 212,704

その他 2,664,030

合計 4,040,302

　

期日別内訳

　

期日別 金額(千円)

平成20年４月満期 955,101

　　　　５月満期 995,467

　　　　６月満期 752,431

　　　　７月満期 979,540

　　　　８月満期 357,761

合計 4,040,302
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　 ロ　買掛金
　

相手先 金額(千円)

轟産業株式会社 163,229

株式会社ソディック 140,038

株式会社北越 122,953

株式会社モーショントラスト 103,671

株式会社北陸電器製作所 92,325

その他 978,286

合計 1,600,504

　

　ハ　短期借入金

　

区分 金額(千円)

三井住友銀行 300,000

みずほ銀行 300,000

北陸銀行 200,000

北國銀行 200,000

合計 1,000,000

　

　ニ　一年以内返済予定の長期借入金

　

区分 金額(千円)

株式会社三井住友銀行 299,992

株式会社北陸銀行 242,900

株式会社みずほ銀行 182,000

株式会社あおぞら銀行 60,000

住友信託銀行株式会社 40,000

その他 35,200

合計 860,092
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　　③固定負債

　イ　長期借入金

　

区分 金額(千円)

株式会社三井住友銀行 530,017

株式会社北陸銀行 342,300

株式会社みずほ銀行 236,300

株式会社北國銀行 400,000

株式会社あおぞら銀行 150,000

住友信託銀行株式会社 100,000

合計 1,758,617

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券　10株券　100株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 ─

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

　　取次所 住友信託銀行株式会社　全国本支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

公告掲載方法
電子公告とする。但し事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告がで
きない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。なお、電子公告は当会社のホームページ
に記載しており、そのアドレスは次のとおりです。(http://www.plustech.co.jp)

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

　　　事業年度　第15期　（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)平成19年６月29日関東財務局長に提出。

　

(2) 有価証券報告書の訂正報告書

　　　訂正報告書（上記（1）有価証券報告書の訂正報告書）を平成19年９月21日関東財務局長に提出。

　

(3) 有価証券報告書の訂正報告書

　　　訂正報告書（上記（1）有価証券報告書の訂正報告書）を平成19年10月30日関東財務局長に提出。

　

(4) 半期報告書

　　　事業年度　第16期中　(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)平成19年12月21日関東財務局長に提

出。

　

(5) 臨時報告書

　　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時報告書を平成20年２月15日

関東財務局長に提出。

　

(6) 臨時報告書

　　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を平成20年６月

３日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月27日

株式会社ソディックプラステック

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　金　　子　　寛　　人　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　櫻　　井　　清　　幸　　㊞

　

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ソディックプラステックの平成18年４月1日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社ソディックプラステック及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　上

(注)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月27日

株式会社ソディックプラステック

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　金　　子　　寛　　人　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　櫻　　井　　清　　幸　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ソディックプラステックの平成19年４月1日から平成20年３月31日までの連結会計

年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社ソディックプラステック及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　上

(注)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月27日

株式会社ソディックプラステック

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　金　　子　　寛　　人　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　櫻　　井　　清　　幸　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ソディックプラステックの平成18年４月1日から平成19年３月31日までの第15期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社ソディックプラステックの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　上

(注)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月27日

株式会社ソディックプラステック

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　金　　子　　寛　　人　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　櫻　　井　　清　　幸　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ソディックプラステックの平成19年４月1日から平成20年３月31日までの第16期事

業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社ソディックプラステックの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　上

(注)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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